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農
水
省
は
３
月
１２
日
、
１９

年
の
農
業
総
産
出
額
及
び
生

産
農
業
所
得
を
公
表
し
た
。

全
国
の
農
業
総
産
出
額
（
品

目
別
生
産
量
×
品
目
別
農
家

庭
先
販
売
価
格
、
消
費
税
込

み
）
は
、
前
年
比
１
６
２
０

億
円
（
１
・
８
％
）
減
の
８

兆
８
９
３
８
億
円
と
な
っ
た

（
表
）
。
野
菜
や
鶏
卵
等
の

価
格
が
生
産
量
の
増
加
に
よ

り
低
下
し
た
こ
と
な
ど
が
影

響
し
た
。
近
年
、
農
業
総
産

出
額
及
び
生
産
農
業
所
得
は

増
加
傾
向
で
推
移
し
て
き
た

が
、
ど
ち
ら
も
２
年
連
続
で

前
年
を
下
回
っ
た
。

主
な
品
目
の
産
出
額
を
み

る
と
、
野
菜
は
１
６
９
７
億

円
（
７
・
３
％
）
減
の
２
兆

１
５
１
５
億
円
。
前
年
に
続

き
冬
場
の
天
候
が
温
暖
で
あ

っ
た
こ
と
か
ら
、
ネ
ギ
、
キ

ャ
ベ
ツ
、
ダ
イ
コ
ン
等
の
葉

茎
菜
類
や
根
菜
類
の
生
育
が

良
好
で
、
価
格
が
低
く
推
移

し
た
こ
と
等
が
影
響
し
た
。

果
実
は
７
億
円
（
０
・
１

％
）
減
の
８
３
９
９
億
円
。

ニ
ホ
ン
ナ
シ
の
生
産
量
が
自

然
災
害
な
ど
の
影
響
で
減
少

し
た
こ
と
や
、
ミ
カ
ン
の
価

格
が
天
候
不
順
等
に
よ
る
品

質
の
低
下
で
低
く
推
移
し
た

こ
と
等
が
影
響
し
た
。

茶
は
９３
億
円（
１５
・
１
％
）

減
の
５
２
２
億
円
。
需
要
の

高
ま
り
か
ら
高
価
格
の
テ
ン

茶
（
抹
茶
の
原
料
）
の
生
産

量
は
増
加
し
た
も
の
の
、
静

岡
県
で
春
先
の
冷
え
込
み
等

の
影
響
で
生
産
量
が
減
少
す

る
と
と
も
に
、
荒
茶
価
格
も

需
要
の
停
滞
を
背
景
に
低
下

し
た
こ
と
等
が
影
響
し
た
。

米
は
前
年
比
１０
億
円
（
０

・
１
％
）
増
の
１
兆
７
４
２

６
億
円
。
九
州
、
四
国
地
方

で
大
雨
や
病
害
虫
な
ど
の
影

響
で
作
柄
が
悪
化
し
、
全
国

の
生
産
量
が
減
少
し
た
こ
と

等
か
ら
、
相
対
取
引
価
格
が

前
年
に
比
べ
上
昇
し
た
。

畜
産
で
は
、
鶏
卵
が
２
６

３
億
円
（
５
・
５
％
）
減
の

４
５
４
９
億
円
。
前
年
に
続

き
生
産
量
が
増
加
し
た
こ
と

か
ら
、
需
給
が
緩
和
し
、
価

格
が
低
水
準
で
推
移
し
た
。

生
乳
は
１
５
４
億
円
（
２

・
１
％
）
増
の
７
６
２
８
億

円
、
肉
用
牛
は
２
６
１
億
円

（
３
・
４
％
）
増
の
７
８
８

０
億
円
と
、
前
年
を
上
回
っ

た
。
豚
は
前
年
並
み
の
６
０

６
４
億
円
、
ブ
ロ
イ
ラ
ー
は

９８
億
円
（
２
・
７
％
）
減
の

３
５
１
０
億
円
だ
っ
た
。

生
産
農
業
所
得
は
、
農
業

総
産
出
額
か
ら
物
的
経
費
を

控
除
し
、
経
常
補
助
金
を
実

額
加
算
し
て
算
出
。
全
国
の

生
産
農
業
所
得
は
、
農
業
総

産
出
額
の
減
少
等
に
よ
り
、

１
６
５
８
億
円（
４
・
８
％
）

減
の
３
兆
３
２
１
５
億
円
と

な
っ
た
。

な
お
、
農
業
総
産
出
額
を

都
道
府
県
別
に
み
る
と
、
北

海
道
が
１
兆
２
５
５
８
億
円

（
０
・
３
％
減
）
で
１
位
。

次
い
で
鹿
児
島
４
８
９
０
億

円
（
０
・
６
％
増
）
、
茨
城

４
３
０
２
億
円
（
４
・
６
％

減
）
、
千
葉
３
８
５
９
億
円

（
９
・
４
％
減
）
、
宮
崎
３

３
９
６
億
円（
１
・
０
％
減
）

と
、
５
位
ま
で
は
３
年
連
続

で
同
じ
順
位
だ
っ
た
。

全
国
開
拓
振
興
協
会
が
２０

年
度
か
ら
実
施
し
て
い
る

「
開
拓
肥
育
牛
生
産
支
援
特

別
対
策
事
業
」
（
以
下
「
同

事
業
」
）
の
２０
年
度
実
績
が

ま
と
ま
っ
た
。
助
成
金
交
付

額
の
合
計
は
７
６
９
１
万
円

と
な
っ
た
。
３
月
１０
日
に
開

い
た
第
４３
回
理
事
会
で
同
事

業
の
実
施
状
況
を
報
告
し
、

了
承
さ
れ
た
。

同
事
業
は
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
の
影
響

に
よ
り
、
昨
年
２
月
以
降
、

牛
枝
肉
価
格
の
下
落
に
見
舞

わ
れ
た
開
拓
農
家
（
会
員
の

構
成
員
以
外
の
開
拓
農
家
も

含
む
）
を
支
援
し
、
経
営
の

維
持
と
営
農
の
振
興
を
図
る

こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。

助
成
金
の
交
付
は
、
２０
年

度
第
１
次
補
正
予
算
で
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
と
し

て
措
置
さ
れ
た
「
肥
育
牛
経

営
等
緊
急
支
援
特
別
対
策
事

業
」
の
中
の
「
肥
育
生
産
支

援
事
業
」
に
よ
り
、
奨
励
金

の
交
付
対
象
と
な
る
こ
と
が

要
件
。
開
拓
農
家
の
肥
育
出

荷
牛
が
要
件
を
満
た
す
場

合
、
１
頭
当
た
り
１
万
円
の

助
成
金
を
交
付
す
る
。

助
成
金
の
１
経
営
体
当
た

り
の
交
付
対
象
頭
数
に
つ
い

て
は
、
年
間
出
荷
実
績
を
基

に
、
１
５
０
頭
以
下
、
１
５

１
〜
３
０
０
頭
、
３
０
１
頭

以
上
に
３
区
分
し
、
交
付
上

限
頭
数
を
そ
れ
ぞ
れ
５０
頭
、

７０
頭
、
１
０
０
頭
に
設
定
し

た
。同

事
業
に
参
加
し
た
開
拓

農
家
は
１
４
７
戸
だ
っ
た

（
１３
会
員
の
構
成
員
１
４
６

戸
、
会
員
外
１
戸
）
。
出
荷

牛
の
総
合
計
３
万
４
２
７
１

頭
の
う
ち
、
交
付
対
象
は
７

６
９
１
頭
で
確
定
。
助
成
金

交
付
額
は
７
６
９
１
万
円
と

な
っ
た
。

牛
枝
肉
卸
売
価
格
（
中
央

１０
市
場
）
は
昨
年
４
月
が
底

値
で
、
５
月
か
ら
上
向
き
、

１１
月
以
降
、
和
牛
の
枝
肉
価

格
は
前
年
を
上
回
る
水
準
で

推
移
し
て
い
る
。
交
雑
種
及

び
乳
用
種
も
一
昨
年
並
み
の

水
準
に
戻
り
つ
つ
あ
る
。

同
事
業
の
実
施
期
間
は
、

２０
年
度
か
ら
２２
年
度
ま
で
の

３
年
間
。
２１
年
度
及
び
２２
年

度
に
つ
い
て
は
、
事
業
実
施

要
領
に
基
づ
き
、
２１
年
度
以

降
の
肥
育
牛
経
営
等
緊
急
支

援
特
別
対
策
事
業
の
動
向
を

踏
ま
え
、
事
業
内
容
を
検
討

す
る
。

２０
年
度
第
３
次
補
正
予
算

で
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
対
策
と
し
て
、
「
肥
育
牛

経
営
改
善
等
緊
急
対
策
」
の

事
業
名
で
１
７
５
億
円
が
計

上
さ
れ
た
。
事
業
内
容
は
、

肥
育
経
営
等
へ
の
支
援
と
乳

業
者
等
へ
の
支
援
。
肥
育
経

営
等
へ
の
支
援
は
、
奨
励
金

の
要
件
が
一
部
変
更
さ
れ

た
。
現
在
実
施
さ
れ
て
い
る

肉
用
牛
肥
育
経
営
安
定
交
付

金
（
牛
マ
ル
キ
ン
）
の
生
産

者
負
担
金
の
納
付
猶
予
措
置

が
終
了
す
る
月
を
も
っ
て
、

奨
励
金
の
交
付
は
終
了
す

る
。

政
府
は
３
月
１９
日
、
地
域

的
な
包
括
的
経
済
連
携
（
Ｒ

Ｃ
Ｅ
Ｐ
）
協
定
の
経
済
効
果

分
析
を
発
表
し
た
。
実
質
国

内
総
生
産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
を
約

２
・
７
％
押
し
上
げ
る
経
済

効
果
が
あ
る
と
試
算
。
１１
ヵ

国
に
よ
る
環
太
平
洋
連
携
協

定
（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
１１
）
や
、
Ｅ
Ｕ

（
欧
州
連
合
）
と
の
経
済
連

携
協
定
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
に
比
べ

て
、
経
済
効
果
が
大
き
い
と

い
う
試
算
結
果
と
な
っ
た
。

日
本
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
水
準

は
、
同
協
定
が
な
い
場
合
に

比
べ
て
、
相
当
の
調
整
期
間

を
経
て
最
終
的
に
は
約
２
・

７
％
押
し
上
げ
ら
れ
る
こ
と

を
試
算
で
示
し
た
。内
訳
は
、

民
間
消
費
１
・
８
％
、
輸
出

０
・
８
％
、
投
資
０
・
７
％
、

政
府
消
費
０
・
５
％
、
輸
入

は
マ
イ
ナ
ス
１
・
１
％
。
輸

出
が
伸
び
る
と
見
込
ん
で
い

る
。Ｇ

Ｄ
Ｐ
の
押
し
上
げ
効
果

を
１９
年
度
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
水

準
で
換
算
す
る
と
、
約
１５
兆

円
に
相
当
す
る
。
そ
の
際
、

労
働
供
給
は
約
０
・
８
％
増

加
す
る
と
見
込
ま
れ
、
１９
年

の
就
業
者
数
を
ベ
ー
ス
に
人

数
換
算
す
る
と
、
約
５７
万
人

に
相
当
す
る
。

政
府
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
１１
に
よ

る
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
押
し
上
げ
効
果

を
約
１
・
５
％
（
約
８
兆

円
）
、
Ｅ
Ｕ
と
の
Ｅ
Ｐ
Ａ
は

約
１
・
０
％
（
約
５
兆
円
）

と
試
算
し
て
い
た
。
Ｒ
Ｃ
Ｅ

Ｐ
は
１５
ヵ
国
が
参
加
し
て
い

る
。
日
本
と
の
貿
易
額
が
大

き
い
中
国
・
韓
国
と
初
め
て

結
ぶ
Ｅ
Ｐ
Ａ
で
あ
る
。
そ
の

経
済
効
果
は
、
他
の
大
型
協

定
よ
り
大
き
い
と
い
う
試
算

結
果
と
な
っ
た
。

農
林
水
産
物
に
つ
い
て

は
、
重
要
５
品
目（
米
、
麦
、

牛
肉
・
豚
肉
、
乳
製
品
、
甘

味
資
源
作
物
）
が
関
税
撤
廃

・
削
減
か
ら
全
て
除
外
さ
れ

た
こ
と
等
か
ら
、
国
内
農
林

水
産
業
へ
の
特
段
の
影
響
は

な
く
、
国
内
生
産
量
は
維
持

さ
れ
る
と
見
込
ん
で
い
る
。

Ｒ
Ｃ
Ｅ
Ｐ
は
、
東
南
ア
ジ

ア
諸
国
連
合（
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
）

１０
ヵ
国
の
う
ち
６
ヵ
国
以
上

と
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
以
外
で
３

ヵ
国
以
上
が
批
准
を
終
え
て

か
ら
６０
日
後
に
発
効
す
る
。

日
米
貿
易
協
定
（
２０
年
１

月
発
効
）
に
基
づ
き
、
３
月

１８
日
か
ら
米
国
産
牛
肉
に
セ

ー
フ
ガ
ー
ド
（
Ｓ
Ｇ
＝
緊
急

輸
入
制
限
措
置
）
が
発
動
し

た
（
４
月
１６
日
ま
で
の
３０
日

間
）
。

２０
年
４
月
か
ら
２１
年
３
月

上
旬
ま
で
の
米
国
産
牛
肉
の

輸
入
量
は
２４
万
２
２
２
９
㌧

と
な
り
、
２０
年
度
の
Ｓ
Ｇ
の

発
動
基
準
数
量
２４
万
２
０
０

０
㌧
を
超
過
し
た
。
米
国
産

牛
肉
に
対
す
る
関
税
率
は
、

現
行
の
２５
・
８
％
か
ら
３８
・

５
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
。

Ｓ
Ｇ
の
発
動
は
１７
年
８
月
以

来
、
３
年
７
ヵ
月
ぶ
り
。

同
協
定
の
規
定
に
基
づ

き
、
米
国
産
牛
肉
の
関
税
率

は
毎
年
引
き
下
げ
ら
れ
、
最

終
的
に
、
３３
年
度
に
９
・
０

％
と
な
る
。
４
月
１７
日
以
降

は
、
２１
年
度
の
２５
・
０
％
が

適
用
さ
れ
る
。
Ｓ
Ｇ
発
動
時

の
関
税
率
も
３０
・
０
％
に
下

が
る
。

発
動
基
準
数
量
に
つ
い
て

は
、
規
定
に
基
づ
き
、
日
米

両
政
府
は
３
月
２５
日
、
協
議

を
開
始
し
た
。

近
年
、
牛
肉
輸
入
量
は
、

堅
調
な
牛
肉
需
要
を
背
景
に

増
加
傾
向
で
推
移
し
て
い

る
。
そ
の
う
ち
、
豪
州
産
と

米
国
産
が
全
体
の
９
割
近
く

を
占
め
る
（
１９
年
度
実
績
：

豪
州
産
４７
％
、
米
国
産
３９

％
）
。

２０
年
度
（
４
月
〜
３
月
上

旬
）
の
牛
肉
全
体
の
輸
入
量

は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
拡
大
の
影
響
で
外
食
等

の
需
要
が
減
少
し
た
こ
と
に

よ
り
、
前
年
同
期
比
９５
％
だ

っ
た
。

豪
州
で
は
、
干
ば
つ
後
の

牛
群
再
構
築
（
繁
殖
雌
牛
の

出
荷
抑
制
に
よ
る
飼
養
頭
数

の
確
保
の
動
き
）等
に
よ
り
、

牛
肉
生
産
量
が
減
少
し
て
い

る
。
こ
の
た
め
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
１１

発
効
国
か
ら
の
輸
入
量
（
豪

州
、
カ
ナ
ダ
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー

ラ
ン
ド
、メ
キ
シ
コ
の
合
計
）

は
前
年
同
期
比
９０
％
に
と
ど

ま
っ
た
。
一
方
、
豪
州
産
の

代
替
で
米
国
産
の
輸
入
量
は

増
加
し
、
同
１
０
３
％
と
な

っ
た
。

豪
州
産
は
干
ば
つ
の
影
響

等
に
よ
り
、
２１
年
度
も
供
給

量
の
減
少
が
予
想
さ
れ
る
。

米
国
産
の
輸
入
量
の
増
加
傾

向
が
続
く
と
み
ら
れ
る
。

農業総産出額等の推移 （億円、％）
２０１９
８８，９３８
△１．８
１７，４２６
０．１

２１，５１５
△７．３
７，６２８
２．１

７，８８０
３．４

６，０６４
０．０

４，５４９
△５．５
３３，２１５
△４．８

上段 : 実額、下段 : 対前年増減率、△はマイナス。
（農水省の資料を基に作成）

２０１８
９０，５５８
△２．４
１７，４１６
０．３

２３，２１２
△５．３
７，４７４
１．０

７，６１９
４．２

６，０６２
△６．７
４，８１２
△８．８
３４，８７３
△７．３

２０１７
９２，７４２
０．８

１７，３５７
４．９

２４，５０８
△４．１
７，４０２
０．１

７，３１２
△１．１
６，４９４
６．１

５，２７８
２．５

３７，６１６
０．２

農業総産出額

うち 米

野菜

生乳

肉用牛

豚

鶏卵

生産農業所得

出
荷
牛
１
頭
当
た
り
１
万
円
助
成

Ｒ
Ｃ
Ｅ
Ｐ
、Ｇ
Ｄ
Ｐ
２.７
％
押
し
上
げ

開拓肥育牛生産を支援開拓肥育牛生産を支援
２０年度交付額は７６９１万円 全国開拓

振興協会

政
府
が
経
済
効
果
を
分
析

米
国
産
牛
肉
に
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
発
動

２０
年
度
輸
入
量
全
体
で
は
５
％
減

農
業
総
産
出
額
２
年
連
続
減
少

野
菜
、鶏
卵
の
価
格
低
下
が
影
響

１９
年

・「食料・農業 知っておきたい話」―９６―（２面）
・全国の「関係人口」は１８２７万人 （３面）
・コロナ禍 リンゴ摂取増４６％でトップ （４面）
・事故防止に数値目標設定重要 （５面）
・乳雌子牛 ポビドンヨード剤煙霧で呼吸器病を
低減 （６面）
・敷料ごとの特徴見極め利用を （７面）
・畜産物需給見通し （８面）

本
紙
は
無
償
で
提
供
し
て
い
ま
す
。

ご
希
望
の
方
は
お
知
ら
せ
下
さ
い
。
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先
日
、
規
制
改
革
推
進
会

議
の
Ｗ
Ｇ
（
ワ
ー
キ
ン
グ
・

グ
ル
ー
プ
）
で
、
生
乳
取
引

に
関
し
て
、
耳
を
疑
う
よ
う

な
暴
論
が
展
開
さ
れ
た
。
規

制
改
革
推
進
会
議
に
は
「
一

発
退
場
」
を
促
し
た
い
。

○
規
制
改
革
は
失
敗

と
分
か
っ
た
の
に
処

方
箋
が
一
層
の
規
制

改
革
？

ま
ず
、
規
制
改
革
は
見
事

に
失
敗
し
た
こ
と
が
、
新
規

に
認
定
さ
れ
た
業
者
の
「
集

乳
停
止
事
件
」
で
明
白
に
な

っ
た
の
に
、
そ
の
こ
と
を
認

め
ず
、
反
省
も
せ
ず
に
、
逆

に
、
「
原
因
は
規
制
改
革
が

足
り
な
い
か
ら
だ
」
と
主
張

し
て
い
る
。
規
制
改
革
そ
の

も
の
が
失
敗
の
原
因
な
の

に
、
処
方
箋
は
、
も
っ
と
規

制
改
革
を
徹
底
す
る
こ
と
だ

と
主
張
す
る
の
は
完
全
な
論

理
破
綻
で
あ
る
。

実
は
、
こ
う
し
た
論
理
破

綻
は
繰
り
返
さ
れ
て
い
る
。

２
０
０
８
年
の
食
料
危
機
や

コ
ロ
ナ
禍
に
お
い
て
も
、
貿

易
自
由
化
を
進
め
た
た
め
に

輸
出
規
制
が
頻
発
し
て
危
機

が
増
幅
さ
れ
る
構
造
が
で
き

て
し
ま
っ
た
の
に
、
「
価
格

高
騰
が
起
こ
る
の
は
貿
易
自

由
化
が
足
り
な
い
せ
い
だ
」

と
い
う
シ
ョ
ッ
ク
・
ド
ク
ト

リ
ン
が
展
開
さ
れ
て
い
る
。

原
因
は
貿
易
自
由
化
な
の
に

解
決
策
は
貿
易
自
由
化
だ
、

と
は
論
理
破
綻
も
甚
だ
し

い
。
途
上
国
の
貧
困
緩
和
の

名
目
で
貿
易
自
由
化
と
規
制

緩
和
を
要
求
し
て
、
そ
の
結

果
、貧
困
が
増
幅
さ
れ
る
と
、

「
貧
困
が
緩
和
し
な
い
の
は

規
制
緩
和
が
足
り
な
い
せ
い

だ
。
も
っ
と
徹
底
し
た
規
制

撤
廃
が
必
要
だ
」
と
主
張
す

る
の
も
同
様
で
あ
る
。

○
契
約
違
反
も
受
け

入
れ
ろ
？

次
に
、
年
間
契
約
に
基
づ

い
た
取
引
で
、
「
年
度
途
中

の
出
荷
先
の
変
更
（
契
約
違

反
）
が
あ
っ
て
も
、
取
引
を

拒
否
し
て
は
い
け
な
い
。
そ

れ
が
ビ
ジ
ネ
ス
の
常
識
だ
」

と
い
う
の
は
ど
う
い
う
理
屈

で
あ
ろ
う
か
。
ど
ん
な
ビ
ジ

ネ
ス
も
契
約
に
基
づ
い
て
行

わ
れ
る
。
契
約
違
反
が
あ
れ

ば
取
引
は
停
止
さ
れ
る
。
そ

れ
を
ど
う
し
て
農
協
だ
け
は

拒
否
し
て
は
い
け
な
い
の
だ

ろ
う
か
。
そ
の
よ
う
な
こ
と

を
指
示
さ
れ
る
筋
合
い
は
な

い
と
思
わ
れ
る
。
そ
も
そ

も
、
「
二
股
出
荷
」
の
こ
と

を
議
論
し
な
く
て
は
な
ら
な

く
な
る
よ
う
な
畜
安
法
の
改

定
が
間
違
っ
て
い
た
と
い
う

こ
と
で
も
あ
る
。

と
り
わ
け
、
生
乳
の
場

合
、
腐
敗
し
や
す
い
生
乳
が

小
さ
な
単
位
で
集
乳
・
販
売

さ
れ
て
い
た
の
で
は
、
極
め

て
非
効
率
で
、
酪
農
家
も
流

通
も
メ
ー
カ
ー
も
小
売
も
混

乱
し
、
消
費
者
に
安
全
な
牛

乳
・
乳
製
品
を
必
要
な
と
き

に
必
要
な
量
だ
け
供
給
す
る

こ
と
は
困
難
に
な
る
。
つ
ま

り
、
需
給
調
整
が
で
き
な
く

な
る
。
だ
か
ら
こ
そ
、
ま
と

ま
っ
た
集
送
乳
・
販
売
が
で

き
る
よ
う
な
農
協
に
よ
る
共

同
出
荷
シ
ス
テ
ム
が
不
可
欠

で
あ
る
。
だ
か
ら
、
二
股
出

荷
（
契
約
年
度
途
中
の
取
引

先
変
更
も
含
む
）
を
容
認
す

る
の
は
難
し
い
。
し
た
が
っ

て
、
欧
米
諸
国
で
は
通
常
、

酪
農
協
の
内
規
な
ど
で
全
量

出
荷
義
務
が
明
記
さ
れ
て
い

て
、
二
股
出
荷
は
許
さ
れ
て

い
な
い
。
他
の
出
荷
先
を
選

択
す
る
場
合
に
は
酪
農
協
を

脱
会
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、

脱
会
せ
ず
に
二
股
出
荷
を
し

て
い
る
場
合
に
は
総
会
で
脱

会
を
求
め
ら
れ
る
。

そ
も
そ
も
、
欧
米
に
お
い

て
、
農
協
の
組
合
員
に
全
量

出
荷
を
義
務
付
け
る
の
は
ご

く
普
通
の
こ
と
で
あ
る
（
農

中
総
研
の
平
澤
明
彦
部
長
）。

例
え
ば
、
ア
メ
リ
カ
に
お
い

て
農
協
は
一
つ
の
事
業
体
と

し
て
捉
え
ら
れ
、
農
協
と
組

合
員
と
の
契
約
関
係
は
内
部

関
係
と
さ
れ
て
い
る
の
で
、

反
ト
ラ
ス
ト
法
が
適
用
さ
れ

る
こ
と
は
な
い
（
農
中
総
研

の
明
田
作
客
員
研
究
員
）
。

か
ん
き
つ

ア
メ
リ
カ
の
柑
橘
類
の
専

門
農
協
で
あ
る
サ
ン
キ
ス
ト

は
、
独
禁
法
の
適
用
除
外
と

な
っ
て
い
て
、
組
合
員
は
柑

橘
生
産
の
全
量
を
サ
ン
キ
ス

ト
を
通
し
て
出
荷
す
る
専
属

利
用
契
約
を
結
ん
で
い
る
。

品
質
や
出
荷
時
期
な
ど
に
つ

い
て
も
、
組
合
員
の
総
意
の

下
で
厳
し
い
ル
ー
ル
が
定
め

ら
れ
て
い
て
、
違
反
者
は
除

名
処
分
を
受
け
る
。
こ
の
よ

う
な
内
規
に
同
意
で
き
な
け

れ
ば
、
組
合
員
に
な
ら
ず
独

自
に
販
売
す
れ
ば
よ
い
が
、

も
ち
ろ
ん
そ
の
場
合
は
サ
ン

キ
ス
ト
の
ブ
ラ
ン
ド
を
名
乗

る
こ
と
は
で
き
な
い
。
こ
れ

ら
の
ル
ー
ル
は
、
ブ
ラ
ン
ド

を
守
り
、
組
合
員
の
利
益
を

維
持
す
る
た
め
の
当
然
の
対

応
と
見
な
さ
れ
て
い
て
、
独

禁
法
上
の
問
題
で
は
な
い
と

理
解
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る

（
東
京
大
学
の
矢
坂
雅
充
准

教
授
）
。

○
農
協
分
割
論
の
異
常

「
農
協
の
シ
ェ
ア
が
大
き

い
か
ら
分
割
し
ろ
」
と
い
う

議
論
ま
で
出
た
が
、
そ
れ
な

ら
、
百
歩
譲
っ
て
、
そ
の
前

に
、
こ
の
規
制
改
革
推
進
会

議
の
Ｗ
Ｇ
の
座
長
さ
ん
（
日

本
製
鉄
）
の
業
界
は
、
上
位

３
社
で
７１
％
（
日
本
製
鉄
３６

・
３
％
、
Ｊ
Ｆ
Ｅ
Ｈ
Ｄ
２２
・

９
％
、
神
戸
製
鋼
所
１１
・
５

％
）
を
占
め
る
の
だ
か
ら
、

そ
ち
ら
を
分
割
し
て
も
ら
う

の
が
先
で
は
な
い
だ
ろ
う

か
。

そ
も
そ
も
、
農
家
の
所
得

を
時
給
換
算
す
る
と
平
均
で

９
６
１
円
し
か
な
い
。
農
協

共
販
が
あ
っ
て
も
農
産
物
が

買
い
叩
か
れ
て
い
る
と
い
う

こ
と
だ
。
世
界
的
に
は
小
売

の
市
場
支
配
力
に
対
抗
し
て

農
家
収
入
を
確
保
す
る
た
め

に
農
協
共
販
を
強
化
す
べ
き

と
い
う
議
論
が
起
こ
っ
て
い

る
と
き
に
、
日
本
だ
け
が
逆

に
農
協
共
販
弱
体
化
を
推
進

し
、
も
っ
と
買
い
叩
け
る
よ

う
に
し
よ
う
と
し
て
い
る
。

世
界
の
常
識
で
あ
る
「
農

協
共
販
の
独
占
禁
止
法
の
適

用
除
外
」
を
日
本
だ
け
が
問

題
視
し
、
そ
れ
を
否
定
す
る

よ
う
な
畜
安
法
や
農
協
法
の

改
定
を
行
っ
て
、
農
協
共
販

つ
ぶ
し
に
躍
起
に
な
っ
て
い

る
。
農
家
が
不
当
に
儲
け
て

い
る
と
い
う
な
ら
わ
か
る

が
、
後
継
者
が
い
な
く
て
困

っ
て
い
る
人
が
多
い
と
い
う

の
に
、
も
っ
と
買
い
叩
く
こ

と
し
か
考
え
ら
れ
な
い
と

は
、
な
ん
と
情
け
な
い
こ
と

だ
ろ
う
か
。
「
今
だ
け
、
金

だ
け
、
自
分
だ
け
」
か
ら
脱

却
し
な
い
と
日
本
の
将
来
は

本
当
に
危
う
い
。

農
水
省
が
３
月
２６
日
に
公

表
し
た
「
１９
年
農
業
・
食
料

関
連
産
業
の
経
済
計
算
（
概

算
）
」
に
よ
る
と
、
農
業
・

食
料
関
連
産
業
の
国
内
生
産

額
（
生
産
さ
れ
た
財
及
び
サ

ー
ビ
ス
を
生
産
者
が
出
荷
・

提
供
し
た
時
点
の
価
格
、
消

費
税
込
み
）
は
１
１
８
兆
４

７
６
４
億
円
で
、
前
年
に
比

べ
０
・
８
％
増
加
し
た
。
全

経
済
活
動
（
経
済
活
動
別
の

算
出
額
の
合
計
）
に
占
め
る

割
合
は
１１
・
３
％
と
な
り
、

０
・
１
㌽
上
昇
し
た
。

部
門
別
に
み
る
と
、
農
林

漁
業
は
１２
兆
４
５
５
４
億
円

と
全
体
の
１０
・
５
％
を
占
め

て
い
る
（
図
）
。
野
菜
や
鶏

卵
の
価
格
が
低
下
し
た
こ
と

や
漁
獲
量
の
減
少
な
ど
か

ら
、
前
年
に
比
べ
１
・
３
％

減
少
し
た
。

国
内
生
産
額
か
ら
中
間
投

入
（
生
産
の
た
め
に
投
入
さ

れ
た
財
・
サ
ー
ビ
ス
の
費

用
）
を
差
し
引
い
た
国
内
総

生
産
は
５３
兆
８
１
７
４
億
円

で
、
前
年
に
比
べ
１
・
０
％

減
少
し
た
。
全
経
済
活
動

（
国
内
総
生
産
：
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）

に
占
め
る
割
合
は
９
・
６
％

と
な
り
、
０
・
２
㌽
低
下
し

た
。部

門
別
に
み
る
と
、
農
林

漁
業
は
５
兆
４
８
４
６
億
円

と
全
体
の
１０
・
２
％
を
占
め

て
い
る
。

農
業
の
経
済
計
算
を
み
る

と
、
国
内
生
産
額
（
※
）
は

１
・
０
％
減
の
１０
兆
７
５
４

３
億
円
と
な
っ
た
。
部
門
別

内
訳
は
、
耕
種
部
門
が
２
・

９
％
減
の
６
兆
２
２
８
億

円
、
畜
産
部
門
が
１
・
５
％

増
の
３
兆
７
９
４
１
億
円
、

農
業
サ
ー
ビ
ス
部
門
が
１
・

９
％
増
の
９
３
７
４
億
円
と

な
っ
て
い
る
。

農
業
の
国
内
総
生
産
は
５

・
２
％
減
の
４
兆
６
７
０
１

億
円
。
こ
れ
は
、
生
産
額
の

減
少
に
加
え
、
中
間
投
入
が

６
兆
８
４
２
億
円
と
２
・
５

％
増
加
し
た
こ
と
に
よ
る
。

中
間
投
入
の
内
訳
を
み
る

と
、
飼
料
、
光
熱
動
力
、
サ

ー
ビ
ス
な
ど
が
増
加
し
て
い

る
。

農
業
総
生
産
か
ら
固
定
資

本
減
耗
と
間
接
税
を
差
し
引

き
、
経
常
補
助
金
を
加
え
た

農
業
純
生
産
は
、
主
に
農
業

総
生
産
の
減
少
に
よ
り
、
５

・
９
％
減
の
３
兆
５
７
６
６

億
円
と
な
っ
た
。

※
農
業
サ
ー
ビ
ス
及
び
種

苗
、
飼
料
作
物
な
ど
の
中
間

生
産
物
を
含
み
、
加
工
農
産

物
を
含
ま
な
い
と
い
う
点

で
、「
生
産
農
業
所
得
統
計
」

に
お
け
る「
農
業
総
産
出
額
」

と
は
推
計
対
象
が
異
な
る
。

ゼ
ン
カ
イ
ミ
ー
ト
㈱
は
３

月
１５
日
、
取
締
役
会
を
開

催
。
羽
田
昭
二
代
表
取
締
役

社
長
が
退
任
し
、
新
代
表
取

締
役
社
長
に
同
日
付
で
坂
上

昌
弘
氏
が
就
任
し
た
。

全
開
連
人
事

（
３
月
３１
日
付
）

退
職

羽
田
昭
二
（
管
理

部
・
ゼ
ン
カ
イ
ミ
ー
ト
㈱
出

向
）退

職

蔵
田
雄
己
（
東
日

本
支
所
東
京
事
業
所
）

（
４
月
１
日
付
）

▽
東
日
本
支
所
東
京
事
業

所
支
所
長
代
理
（
西
日
本
支

所
福
岡
事
業
所
）
北
田
学
史

内
閣
府
食
品
安
全
委
員
会

は
３
月
１５
日
、
第
１
２
１
回

プ
リ
オ
ン
専
門
調
査
会
を
開

催
。
Ｂ
Ｓ
Ｅ
（
牛
海
綿
状
脳

症
）国
内
対
策
の
見
直
し（
Ｓ

Ｒ
Ｍ
＝
特
定
危
険
部
位
の
範

囲
）
に
係
る
食
品
健
康
影
響

評
価
の
審
議
を
一
時
中
断
す

る
こ
と
が
決
定
さ
れ
た
。

厚
労
省
か
ら
の
諮
問
を
受

け
て
、
同
調
査
会
は
昨
年
１１

月
、
現
行
の
Ｓ
Ｒ
Ｍ
の
範
囲

「
全
月
齢
の
扁
桃
及
び
回
腸

遠
位
部
並
び
に
３０
ヵ
月
齢
超

の
牛
の
頭
部
（
舌
、
頬
肉
、

皮
及
び
扁
桃
を
除
く
）、脊
髄

及
び
脊
柱
」
か
ら
、
「
３０
ヵ

月
齢
超
の
牛
の
頭
部
（
同
）

及
び
脊
髄
」
に
変
更
し
た
場

合
の
リ
ス
ク
の
比
較
に
つ
い

て
、
審
議
を
開
始
し
た
。

一
方
、
Ｏ
Ｉ
Ｅ
（
国
際
獣

疫
事
務
局
・
世
界
の
動
物
衛

生
の
向
上
を
目
的
と
し
た
政

府
間
機
関
）
が
、
Ｂ
Ｓ
Ｅ
に

関
す
る
国
際
基
準
の
改
正
を

検
討
し
て
い
る
。
Ｏ
Ｉ
Ｅ
は

Ｂ
Ｓ
Ｅ
の
発
生
リ
ス
ク
を
①

無
視
で
き
る
リ
ス
ク
②
管
理

さ
れ
た
リ
ス
ク
③
不
明
な
リ

ス
ク
の
３
段
階
（
ス
テ
ー
タ

ス
）
に
分
類
。
日
本
は
最
上

位
の
「
無
視
で
き
る
リ
ス
ク

国
」
に
認
定
さ
れ
て
い
る
。

最
新
の
改
正
案
で
は
、
有

効
な
飼
料
規
制
が
確
立
し
て

か
ら
牛
が
生
ま
れ
た
か
ど
う

か
を
重
視
。
「
無
視
で
き
る

リ
ス
ク
国
」
に
対
し
て
も
、

Ｂ
Ｓ
Ｅ
病
原
体
が
牛
群
内
で

再
循
環
し
て
い
る
リ
ス
ク
が

無
視
で
き
る
と
立
証
で
き
る

期
間
に
当
該
国
で
生
ま
れ
た

牛
以
外
は
、
「
全
月
齢
の
回

腸
遠
位
部
、
３０
ヵ
月
齢
超
の

頭
蓋
、
脳
、
眼
、
脊
柱
及
び

脊
髄
」
を
Ｓ
Ｒ
Ｍ
と
し
て
除

去
す
る
こ
と
を
求
め
る
趣
旨

が
提
案
さ
れ
て
い
る
。

同
省
か
ら
、
「
国
際
基
準

の
改
正
内
容
が
確
定
さ
れ
な

け
れ
ば
、
諮
問
内
容
等
へ
の

影
響
の
有
無
に
つ
い
て
判
断

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
」
旨

の
考
え
方
が
示
さ
れ
た
こ
と

を
踏
ま
え
、
審
議
を
一
時
中

断
す
る
こ
と
を
決
め
た
。

日
本
で
は
、
０２
年
２
月
以

降
に
生
ま
れ
た
牛
で
Ｂ
Ｓ
Ｅ

は
発
生
し
て
い
な
い
。（
独
）

家
畜
改
良
セ
ン
タ
ー
の
公
表

情
報
を
基
に
作
成
さ
れ
た
資

料
（
２０
年
１０
月
現
在
）
に
よ

る
と
、
飼
料
規
制
強
化
前

（
０２
年
１
月
以
前
）
に
生
ま

れ
た
牛
は
、
全
国
で
１
３
５

０
頭
飼
養
さ
れ
て
い
る
。
そ

の
他
に
生
年
月
日
が
不
明
な

牛
が
２
３
６
頭
存
在
す
る
。

過
去
の
プ
リ
オ
ン
評
価
書

（
１８
年
８
月
）
で
は
、
「
０２

年
１
月
以
前
に
出
生
し
た
牛

に
つ
い
て
、
今
後
、
定
型
Ｂ

Ｓ
Ｅ
が
発
生
す
る
可
能
性
は

極
め
て
低
い
も
の
と
考
え
ら

れ
る
」
と
し
て
い
る
。

食
料
・
農
業

知
っ
て
お
き
た
い
話

第
９６
回

国
内
生
産
額
は
全
経
済
活
動
の
１
割

規
制
改
革
推
進
会
議
に
レ
ッ
ド
カ
ー
ド

１９
年
農
業
・
食
料
関
連
産
業
の
経
済
計
算

〜
常
軌
を
逸
し
た
生
乳
取
引
を
め
ぐ
る
議
論
〜

東
京
大
学
教
授
鈴
木
宣
弘
氏

BSE対策見直しの審議中断

OIEが国際基準改正を検討

食安委プリオン専門調査会

人
の
動
き

新
社
長
に
坂
上
氏

ゼ
ン
カ
イ
ミ
ー
ト
㈱
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国
土
交
通
省
は
３
月
１７

日
、
「
地
域
の
関
わ
り
に
つ

い
て
の
ア
ン
ケ
ー
ト
」
の
調

査
結
果
を
公
表
。
特
定
の
地

域
を
継
続
的
に
訪
問
し
て
い

る
訪
問
系
（
単
な
る
帰
省
な

ど
の
地
縁
・
血
縁
的
な
訪
問

を
除
く
）
の
「
関
係
人
口
」

は
、
全
国
に
約
１
８
２
７
万

人
い
る
と
推
計
し
た
。

日
常
生
活
圏
や
通
勤
圏
以

外
の
特
定
の
地
域
と
継
続
的

か
つ
多
様
な
関
わ
り
を
持
つ

「
関
係
人
口
」
。
同
省
は
そ

の
実
態
を
把
握
す
る
た
め
、

昨
年
９
月
、
全
国
の
１８
歳
以

上
の
居
住
者
を
対
象
に
ア
ン

ケ
ー
ト
を
実
施
（
有
効
回

答
：
男
女
１４
万
８
８
３
１

人
）
。
三
大
都
市
圏
（
首
都

・
名
古
屋
・
大
阪
圏
都
市
部
、

７
万
４
５
７
９
人
）
と
、
そ

の
他
地
域
（
７
万
４
２
５
２

人
）
に
区
分
し
、
調
査
対
象

地
域
の
１８
歳
以
上
の
総
人
口

に
基
づ
き
、
男
女
比
率
及
び

年
齢
構
成
を
踏
ま
え
て
推
計

を
行
っ
た
。

そ
の
結
果
、
全
国
の
１８
歳

以
上
の
居
住
者
（
約
１
億
６

１
５
万
人
）
の
う
ち
、
１７
・

２
％
が
訪
問
系
の
関
係
人
口

と
推
計
さ
れ
た
。
三
大
都
市

圏
（
約
４
６
７
８
万
人
）
で

１８
・
４
％
の
約
８
６
１
万
人
、

そ
の
他
地
域
（
約
５
９
３
７

万
人
）
で
１６
・
３
％
の
約
９

６
６
万
人
。

そ
の
う
ち
、
三
大
都
市
圏

か
ら
そ
の
他
地
域
に
約
４
４

８
万
人
、
そ
の
他
地
域
か
ら

三
大
都
市
圏
に
約
２
９
７
万

人
が
訪
問
し
て
い
る
と
推
計

さ
れ
る
な
ど
、
関
係
人
口
の

大
規
模
な
流
動
が
確
認
さ
れ

た
。関

係
人
口
と
移
住
の
関
係

で
は
、
人
口
１
万
人
当
た
り

の
関
係
人
口
が
多
い
市
区
町

村
は
、
三
大
都
市
圏
か
ら
の

転
入
超
過
回
数
も
多
い
こ
と

を
確
認
。
関
係
人
口
の
来
訪

が
多
い
地
域
で
は
、
三
大
都

市
圏
か
ら
の
移
住
者
が
多
い

こ
と
か
ら
、
そ
の
よ
う
な
地

域
で
は
、
外
部
の
人
を
受
け

入
れ
る
環
境
が
整
っ
て
い
る

と
考
え
ら
れ
る
。

訪
問
系
の
関
係
人
口
の
う

ち
、
地
域
と
の
結
び
つ
き
度

が
最
も
強
い
直
接
寄
与
型

（
表
：
産
業
の
創
出
、
ボ
ラ

ン
テ
ィ
ア
活
動
、
ま
ち
お
こ

し
の
企
画
な
ど
に
参
画
す
る

人
）
は
、
三
大
都
市
圏
居
住

者
の
６
・
４
％
（
約
３
０
１

万
人
）
、
そ
の
他
地
域
居
住

者
の
５
・
５
％
（
約
３
２
７

万
人
）
と
推
計
。
地
域
に
お

い
て
は
、
地
域
づ
く
り
へ
の

主
体
的
な
参
画
の
ほ
か
、
イ

ベ
ン
ト
な
ど
地
域
交
流
へ
の

参
加
、
趣
味
・
消
費
活
動
な

ど
を
含
め
、
様
々
な
関
わ
り

方
を
し
て
い
る
。

ま
た
、
首
都
圏
都
市
部
か

ら
農
山
漁
村
部
や
市
街
地
内

農
林
地
等
の
地
域
に
関
わ
る

直
接
寄
与
型
は
、
関
わ
り
先

の
自
然
環
境
や
住
環
境
に
魅

力
を
感
じ
て
お
り
、
移
住
希

望
が
強
い
こ
と
が
分
か
っ

た
。新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
が

関
係
人
口
に
及
ぼ
し
た
影
響

に
つ
い
て
は
、
三
大
都
市
圏

か
ら
そ
の
他
地
域
を
訪
問
し

て
い
た
人
の
う
ち
、
「
地
域

と
の
関
わ
り
を
自
粛
ま
た
は

休
止
し
た
」
は
１４
・
６
％
に

と
ど
ま
っ
た
。
「
地
域
と
の

関
わ
り
方
に
変
化
は
な
い
」

が
最
多
の
３３
・
２
％
、
次
い

で
「
地
域
へ
の
訪
問
の
頻
度

が
減
少
し
た
」
が
３２
・
６
％

と
、
継
続
的
に
地
域
を
応
援

し
よ
う
と
す
る
傾
向
が
み
ら

れ
た
。

一
方
、
そ
の
他
地
域
か
ら

三
大
都
市
圏
を
訪
問
し
て
い

た
人
の
「
地
域
と
の
関
わ
り

を
自
粛
ま
た
は
休
止
し
た
」

は
２１
・
６
％
だ
っ
た
。
東
京

圏
等
に
お
け
る
感
染
者
の
増

加
な
ど
が
要
因
と
み
ら
れ

る
。

農
水
省
は
３
月
３０
日
、
食

料
・
農
林
水
産
業
の
生
産
力

向
上
と
持
続
性
の
両
立
を
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン（
技
術
革
新
）

で
実
現
す
る
「
み
ど
り
の
食

料
シ
ス
テ
ム
戦
略
」
の
中
間

取
り
ま
と
め
を
公
表
し
た
。

２
０
５
０
年
ま
で
に
目
指
す

姿
と
し
て
、
地
球
温
暖
化
を

防
ぐ
た
め
に
、
温
室
効
果
ガ

ス
で
あ
る
二
酸
化
炭
素
の
排

出
量
を
実
質
ゼ
ロ
に
す
る

「
農
林
水
産
業
の
Ｃ
Ｏ
２

ゼ
ロ

エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
化
」
の
実
現

や
、
有
機
農
業
の
大
幅
な
拡

大
な
ど
の
目
標
を
掲
げ
た
。

食
料
・
農
林
水
産
業
は
、

生
産
者
の
減
少
・
高
齢
化
、

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
衰

退
、
地
球
温
暖
化
や
大
規
模

災
害
の
増
加
な
ど
の
課
題
に

直
面
し
て
い
る
。

ま
た
、
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
（
持
続

可
能
な
開
発
目
標
）
や
環
境

を
重
視
す
る
国
内
外
の
動
き

が
加
速
し
て
い
く
と
見
込
ま

れ
る
中
、
持
続
的
な
食
料
シ

ス
テ
ム
の
構
築
が
急
務
と
な

っ
て
い
る
。

政
府
は
昨
年
１２
月
、
「
農

林
水
産
業
・
地
域
の
活
力
創

造
プ
ラ
ン
」
の
改
訂
に
同
戦

略
の
検
討
を
位
置
付
け
た
。

同
省
は
「
み
ど
り
の
食
料
シ

ス
テ
ム
戦
略
」
を
策
定
す
る

た
め
、「
み
ど
り
の
食
料
シ
ス

テ
ム
戦
略
本
部
」
を
設
置
。

１
月
以
降
、
生
産
者
、
食
品

事
業
者
等
の
幅
広
い
関
係
者

と
意
見
交
換
を
重
ね
て
き

た
。中

間
取
り
ま
と
め
で
は
、

意
見
交
換
で
出
さ
れ
た
品
目

・
業
種
別
の
意
見
や
国
内
外

の
状
況
を
踏
ま
え
、
５０
年
ま

で
に
目
指
す
姿
と
し
て
、
次

の
よ
う
な
具
体
的
な
取
り
組

み
や
数
値
目
標
を
提
示
し
て

い
る
。

○
温
室
効
果
ガ
ス
：
５０
年

ま
で
に
、
農
林
水
産
業
の
Ｃ

Ｏ
２

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
化

を
実
現
。

○
化
学
農
薬
：
４０
年
ま
で

に
、
ネ
オ
ニ
コ
チ
ノ
イ
ド
系

農
薬
を
含
む
従
来
の
殺
虫
剤

を
使
用
し
な
く
て
も
済
む
よ

う
な
新
規
農
薬
な
ど
を
開

発
。
５０
年
ま
で
に
、
化
学
農

薬
の
使
用
量（
リ
ス
ク
換
算
）

を
５０
％
低
減
。

○
化
学
肥
料
：
５０
年
ま
で

に
、
輸
入
原
料
や
化
石
燃
料

を
原
料
と
し
た
化
学
肥
料
の

使
用
量
を
３０
％
低
減
。

○
有
機
農
業
：
４０
年
ま
で

に
、
主
要
な
品
目
に
つ
い
て

農
業
者
の
多
く
が
取
り
組
む

こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
次
世

代
有
機
農
業
に
関
す
る
技
術

を
確
立
。
５０
年
ま
で
に
、
オ

ー
ガ
ニ
ッ
ク
市
場
を
拡
大
し

つ
つ
、
耕
地
面
積
に
占
め
る

有
機
農
業
の
取
組
面
積
の
割

合
を
２５
％
（
１
０
０
万
㌶
）

に
拡
大
。

○
園
芸
施
設
：
５０
年
ま
で

に
、
化
石
燃
料
を
使
用
し
な

い
施
設
に
完
全
移
行
。

○
食
品
ロ
ス
：
３０
年
度
ま

で
に
、
事
業
系
食
品
ロ
ス
を

００
年
度
比
で
半
減
。

こ
の
ほ
か
、
林
業
、
水
産

業
な
ど
の
目
指
す
姿
を
示
し

て
い
る
。

今
後
、
中
間
取
り
ま
と
め

を
基
に
、
土
地
改
良
、
消
費

関
係
の
団
体
等
と
の
意
見
交

換
を
実
施
予
定
。
今
年
５
月

ま
で
に
戦
略
を
策
定
す
る
。

岡
山
県
北
東
部
の
勝
田
郡

奈
義
町
（
な
ぎ
ち
ょ
う
）
は

鳥
取
県
と
接
し
、
人
口
は
約

５
５
０
０
人
で
、
農
業
、
畜

産
、
林
業
が
主
な
産
業
。
中

な

ぎ

さ
ん

国
山
脈
の
主
峰
・
那
岐
山
の

南
麓
に
位
置
し
、
町
の
南
西

部
に
は
、
緩
傾
斜
の
日
本
原

（
に
ほ
ん
ば
ら
）
高
原
が
広

が
っ
て
い
る
。
日
本
原
に
は

戦
前
、
陸
軍
の
演
習
場
が
あ

っ
た
。
そ
の
跡
地
で
戦
後
開

拓
事
業
が
行
わ
れ
た
。

１
９
４
６
（
昭
和
２１
）
年

３
月
、
引
揚
者
、
戦
災
者
を

主
体
に
８８
戸
が
入
植
し
た
。

開
拓
地
の
面
積
は
１
５
６
町

歩
で
、
表
土
は
火
山
灰
の
黒

土
だ
っ
た
。
台
風
発
生
時
な

ひ
ろ

と

か
ぜ

ど
に
は
、
「
広
戸
風
」
と
呼

ば
れ
る
強
風
が
山
か
ら
吹
き

下
ろ
す
地
区
で
、
豪
雪
地
帯

で
も
あ
る
。
土
地
・
資
材
の

配
分
、
地
区
別
の
組
編
成
を

行
い
、
開
拓
を
始

め
た
。
手
作
業
で

開
墾
に
打
ち
込
ん

だ
。４８

年
、
日
本
原

開
拓
農
協
を
設

立
。
カ
ン
シ
ョ
、

バ
レ
イ
シ
ョ
の
生

産
、
乳
用
牛
の
導

入
な
ど
を
推
進
し
た
。５０
年
、

電
気
が
導
入
さ
れ
た
。同
年
、

中
四
国
９
県
の
中
か
ら
、
優

良
開
拓
地
と
し
て
、
農
林
大

臣
賞
を
受
賞
し
た
。

そ
の
後
、
酪
農
の
ほ
か
に

肉
用
牛
や
養
鶏
な
ど
、
畜
産

が
急
速
に
普
及
し
た
。

６１
年
か
ら
、
陸
上
自
衛
隊

演
習
場
の
拡
張
の
た
め
に
、

防
衛
庁
に
よ
る
開
拓
地
の
買

収
交
渉
が
行
わ
れ
た
。６３
年
、

買
収
が
確
定
（
現
・
陸
上
自

衛
隊
日
本
原
駐
屯
地
、
同
演

習
場
）
。
翌
年
、
７６
戸
が
離

農
し
、
県
内
各
地
に
転
出
し

た
。
新
野
地
区
の
み
１２
戸
が

残
留
し
、
１５
町
歩
の
開
拓
地

を
基
盤
に
酪
農
を
主
体
と
し

て
定
着
し
た
。

同
町
上
町
川
の
公
民
館
の

敷
地
内
に
、
開
拓
記
念
碑
が

あ
る
。
入
植
者
が
８９
年
に
建

立
し
た
も
の
で
、碑
銘
は「
日

本
原
開
拓
之
碑
」
。
裏
面
に

は
、
碑
文
と
開
拓
者
氏
名
が

刻
ま
れ
て
い
る
。碑
文
に
は
、

「
祖
国
復
興
ノ
使
命
感
ト
開

拓
魂
ヲ
矜
持
シ
、
新
天
地
ヲ

築
ク
歓
ビ
ニ
燃
エ
、
一
致
団

結
シ
テ
黒
土
ノ
大
地
ニ
挑

ミ
、
営
々
辛
苦
、
優
秀
開
拓

地
ト
シ
テ
農
林
大
臣
賞
ヲ
受

ク
ル
コ
ト
再
度
」
「
奈
義
町

ノ
陸
上
自
衛
隊
誘
致
ニ
伴
ヒ

三
十
九
年
三
月
、
十
二
戸
ヲ

残
シ
テ
七
十
六
戸
ハ
、
其
ノ

血
ト
汗
ト
涙
ノ
結
晶
タ
ル
農

地
等
百
四
十
町
歩
ト
訣
別

シ
、
再
ビ
新
タ
ナ
ル
天
地
ヲ

求
メ
テ
離
散
ノ
止
ム
ナ
キ
ニ

至
ル
」
と
記
さ
れ
て
い
る
。

肥
後
開
拓
農
協
は
３
月
２５

日
、
福
岡
食
肉
市
場
㈱
で
２０

年
度
枝
肉
共
進
会
を
開
催
し

た
。
組
合
員
１２
名
か
ら
、
そ

れ
ぞ
れ
交
雑
種
去
勢
１
頭
が

出
品
さ
れ
た
。

審
査
の
結
果
、
辻
浦
守
氏

の
出
品
牛
（
２５
ヵ
月
齢
、
枝

肉
重
量
６
７
３
・
７
㎏
、
ロ

ー
ス
芯
面
積
６３
㎠
、
バ
ラ
の

厚
さ
９
・
７
㎝
、
Ｂ
Ｍ
Ｓ
№

７
、
格
付
Ｂ
４
、
種
雄
牛「
秋

忠
平
」
）
が
最
優
秀
賞
に
輝

い
た
。

出
品
牛
全
体
の
成
績
は
、

枝
肉
重
量
６
２
１
・
７
㎏
、

ロ
ー
ス
芯
面
積
６２
㎠
、
バ
ラ

の
厚
さ
８
・
４
㎝
、
３
等
級

以
上
比
率
７５
・
０
％
、
４
等

級
以
上
比
率
５０
・
０
％
と
、

前
年
度
を
上
回
る
好
成
績
だ

っ
た
。
入
賞
者
は
次
の
と
お

り
。最

優
秀
賞

辻
浦

守

優
秀
賞

坂
本
英
博

優
良
賞

村
松
俊
昭

開
拓
組
織
の
動
き

４
月
後
半
か
ら
６
月
上
旬

に
か
け
て
予
定
さ
れ
て
い

る
、
開
拓
組
織
及
び
関
係
機

関
の
主
な
行
事
は
次
の
と
お

り
。４

月

２０
日

那
須
箒
根
酪
農
協
通

常
総
会

２６
日

栃
木
県
開
拓
農
協
通

常
総
会

５
月

１３
日

全
国
開
拓
振
興
協
会

理
事
会

全
日
本
開
拓
者
連
盟

中
央
常
任
委
員
会

６
月

１０
日

全
日
本
開
拓
者
連
盟

畜
産
・
酪
農
政
策
要
望

打
合
せ
会
議

全
開
連
理
事
会

全
国
開
拓
振
興
協
会

理
事
会

全
日
本
開
拓
者
連
盟

中
央
常
任
委
員
会

１１
日

全
日
本
開
拓
者
連
盟

第
７６
回
通
常
総
会

全
国
開
拓
振
興
協
会

第
９
回
定
時
総
会

全
日
本
開
拓
者
連
盟

畜
産
・
酪
農
政
策
要
請

行
動

辻
浦
氏
が
最
優
秀
賞

全
国
の「
関
係
人
口
」は
１
８
２
７
万
人

国交省推計

肥
後
開
拓
農
協
枝
肉
共
進
会

特
定
地
域
を
継
続
的
に
訪
問

有
機
農
業
全
耕
地
の
２５
％
に
拡
大

「日本原開拓之碑」

「
み
ど
り
の
食
料
シ
ス
テ
ム
戦
略
」中
間
取
り
ま
と
め

岡山県勝田郡奈義町
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（
公
財
）
中
央
果
実
協
会

は
３
月
９
日
、
「
２０
年
度
果

物
の
消
費
に
関
す
る
ア
ン
ケ

ー
ト
調
査
報
告
書
」
の
結
果

を
公
表
し
た
。
全
国
の
２０
歳

以
上
７０
歳
未
満
の
男
女
２
０

０
０
人
を
対
象
に
行
っ
た
も

の
。
コ
ロ
ナ
禍
で
、
健
康
増

進
や
在
宅
時
間

が
増
え
た
な
ど

の
理
由
か
ら
果

物
の
摂
取
を
増

や
し
た
人
が
多

く
、
特
に
リ
ン

ゴ
が
約
５
割
と

な
っ
て
い
る
。

「
コ
ロ
ナ
禍

の
果
物
摂
取
量

の
変
化
（
全

体
）」は
、「
増

加
し
た
」
が
８

・
７
％
。
「
変

わ
ら
な
い
」
は

８５
・
８
％
を
占
め
る
。

「
増
え
た
」
を
性
年
代
別

に
み
る
と
、
男
性
は
３０
代
が

１０
・
７
％
と
最
も
高
く
、
次

い
で
２０
代
が
９
・
５
％
、
４０

代
が
８
・
６
％
だ
っ
た
。
女

性
は
２０
代
が
１６
・
４
％
、
３０

代
が
９
・
３
％
、
６０
代
が
８

・
６
％
の
順
で
高
い
。
男
女

を
合
わ
せ
た
年
代
別
の
傾
向

で
は
、
２０
代
が
１２
・
９
％
と
、

他
世
代
よ
り
も
や
や
高
い
傾

向
が
み
ら
れ
た
。

「
摂
取
量
増
加
者
の
理
由

（
１
７
４
人
、
複
数
回
答
）
」

で
は
、「
健
康
増
進
の
た
め
」

が
５１
・
１
％
、
「
免
疫
力
・

抵
抗
力
の
強
化
の
た
め
」
が

４８
・
３
％
、
「
家
で
食
事
な

ど
を
摂
る
こ
と
が
増
え
た
か

ら
」
が
４７
・
１
％
だ
っ
た
。

男
女
別
に
傾
向
を
み
る

と
、
男
性
は
「
健
康
増
進
」

が
５７
・
３
％
で
女
性
よ
り
１１

・
６
㌽
高
い
。
女
性
は
「
免

疫
力
・
抵
抗
力
の
強
化
」
が

５４
・
３
％
で
男
性
よ
り
１２
・

８
㌽
高
か
っ
た
。

「
摂
取
量
が
増
加
し
た
品

目
（
同
）
」
は
、
図
の
と
お

り
。
性
年
代
別
に
み
る
と
、

リ
ン
ゴ
は
男
性
で
３０
代
が
５７

・
１
％
が
最
も
高
く
、
女
性

で
６０
代
が
６０
・
０
％
で
ト
ッ

プ
。
バ
ナ
ナ
は
男
性
で
６０
代

が
５６
・
３
％
、
女
性
で
５０
代

が
６４
・
３
％
で
最
も
高
い
。

ミ
カ
ン
は
男
性
が
３０
代
で
５７

・
１
％
、
女
性
が
６４
・
３
％

で
そ
れ
ぞ
れ
最
も
高
か
っ

た
。男

女
を
合
わ
せ
た
年
代
別

の
傾
向
で
は
、
バ
ナ
ナ
・
ブ

ド
ウ
・
カ
キ
・
そ
の
他
の
カ

ン
キ
ツ
類
で
６０
代
が
高
い
。

「
摂
取
の
増
加
量
（
１
７

４
人
）
」
は
「
１
〜
２
割
」

が
４８
・
３
％
と
最
も
高
く
、

次
い
で
「
１
割
以
内
」
が
２３

・
０
％
、
「
２
〜
３
割
」
が

１６
・
７
％
だ
っ
た
。
３
割
以

上
を
性
年
代
別
に
み
る
と
、

男
性
は
６０
代
が
２５
・
０
％
、

女
性
は
４０
代
が
２０
・
０
％
と

最
も
高
か
っ
た
。

「
果
物
別
の
食
べ
る
頻
度

（
全
体
）
」
を
み
る
と
、
週

３
日
以
上
は
「
ミ
カ
ン
が
１１

・
７
％
（
前
回
調
査
比
６
・

９
㌽
減
）
と
最
も
高
く
、
次

い
で
リ
ン
ゴ
が
１０
・
４
％（
２

・
２
㌽
減
）
、
キ
ウ
イ
フ
ル

ー
ツ
が
４
・
８
％
（
０
・
３

㌽
増
）
だ
っ
た
。

「
今
後
摂
取
を
増
や
し
た

い
果
物（
全
体
、複
数
回
答
）」

は
、
ミ
カ
ン
が
３６
・
８
％（
０

・
９
㌽
減
）
と
最
も
高
く
、

次
い
で
リ
ン
ゴ
が
３０
・
９
％

（
０
・
１
㌽
減
）
、
ナ
シ
が

２１
・
１
％
（
２
・
９
㌽
増
）

だ
っ
た
。

性
年
代
別
に
み
る
と
、
ミ

カ
ン
は
男
女
と
も
２０
代
が
最

も
高
く
、
男
性
４１
・
８
％（
０

・
６
㌽
減
）
、
女
性
４４
・
７

％
（
３
・
３
㌽
減
）
。
リ
ン

ゴ
は
男
女
と
も
６０
代
が
男
性

３０
・
８
％（
５
・
４
㌽
減
）、

女
性
４３
・
５
％
（
９
・
９
㌽

増
）
で
最
も
高
い
。
ナ
シ
は

男
性
の
３０
代
が
２４
・
９
％（
５

・
１
㌽
増
）、女
性
の
２０
代
が

３０
・
９
％
（
４
・
６
㌽
増
）

と
最
も
高
か
っ
た
。

㈱
日
本
政
策
金
融
公
庫
は

３
月
１５
日
、
「
農
業
景
況
Ｄ

Ｉ
（
２１
年
１
月
調
査
）
」
の

結
果
を
公
表
し
た
。
ス
ー
パ

ー
Ｌ
資
金
ま
た
は
農
業
改
良

資
金
の
融
資
先
の
う
ち
、
５

７
８
６
先
か
ら
回
答
を
得
た

も
の
。
前
回
調
査
（
２０
年
７

月
）
と
同
様
に
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
の
打
撃

を
受
け
て
い
る
経
営
体
が
多

く
、
農
業
景
況
Ｄ
Ｉ
は
、
茶

な
ど
の
大
き
な
マ
イ
ナ
ス
値

か
ら
、
２０
年
通
年
も
大
幅
な

悪
化
と
な
っ
た
。
２１
年
の
通

年
は
さ
ら
に
悪
化
す
る
と
見

通
さ
れ
て
い
る
。

農
業
全
体
の
２０
年
の
農
業

景
況
Ｄ
Ｉ
（
前
年
実
績
と
比

べ
て
「
良
く
な
っ
た
」
の
構

成
比
か
ら
「
悪
く
な
っ
た
」

の
構
成
比
を
差
し
引
い
た
も

の
）
は
、
１９
年
実
績
か
ら
３０

・
９
㌽
低
下
と
大
幅
に
悪
化

し
、
マ
イ
ナ
ス（
以
下
、
▲
）

２４
・
９
だ
っ
た
。

業
種
別
に
み
る
と
、
ほ
ぼ

全
て
の
経
営
体
で
悪
化
し
た

中
、
養
豚
（
▲
４
・
１
↓
４４

・
３
）
と
キ
ノ
コ
（
▲
２３
・

２
↓
３
・
０
）
が
大
幅
に
回

復
、
プ
ラ
ス
を
維
持
し
た
。

一
方
、茶（
▲
５３
・
１
↓
▲
７８

・
０
）
、
肉
用
牛
（
▲
０
・

２
↓
▲
４３
・
９
）、採
卵
鶏（
▲

３８
・
９
↓
▲
４３
・
８
）は
大
き

な
マ
イ
ナ
ス
と
な
っ
た
。

２１
年
全
体
の
見
通
し
は
▲

３２
・
４
で
、
７
・
５
㌽
減
と

さ
ら
な
る
悪
化
の
見
通
し
。

耕
種
で
大
き
な
マ
イ
ナ
ス
が

見
込
ま
れ
る
の
は
、
北
海
道

稲
作
（
▲
３
・
６
↓
▲
６１
・

６
）
、
施
設
花
き
（
▲
４０
・

２
↓
▲
４９
・
４
）
、
茶
（
▲

７８
・
０
↓
▲
４７
・
４
）な
ど
。

２０
年
か
ら
回
復
が
見
込
ま
れ

る
業
種
も
あ
る
が
、
全
経
営

体
で
マ
イ
ナ
ス
値
の
見
通

し
。
ほ
と
ん
ど
の
業
種
で
さ

ら
な
る
悪
化
が
見
込
ま
れ

る
。畜

種
で
は
、
肉
用
牛
（
▲

４３
・
９
↓
▲
１２
・
４
）
、
北

海
道
酪
農
（
▲
１９
・
３
、
同

値
）
な
ど
で
マ
イ
ナ
ス
値
が

大
き
い
見
通
し
。
養
豚
で
大

幅
な
悪
化
が
見
通
さ
れ
る
な

ど
、
全
畜
種
で
マ
イ
ナ
ス
値

が
見
込
ま
れ
る
。

コ
ロ
ナ
に
よ
る
売
上
高
へ

の
影
響
で
は
、
「
マ
イ
ナ
ス

〜
甚
大
な
マ
イ
ナ
ス
影
響
あ

り
」
ま
で
合
わ
せ
た
「
売
上

高
に
マ
イ
ナ
ス
の
影
響
が
あ

る
」は
、
茶
が
９０
・
１
％（
０

・
９
㌽
減
）
、
肉
用
牛
が
８６

・
２
％
（
９
・
４
㌽
減
）
な

ど
で
高
い
。
畑
作
・
果
樹
な

ど
多
く
の
品
目
で
「
マ
イ
ナ

ス
の
影
響
が
あ
る
」
が
増
加

し
て
い
る
。

農
水
省
は
２
月
２６
日
、
１９

年
の
農
業
経
営
体
の
経
営
収

支（
概
数
値
）を
公
表
し
た
。

露
地
野
菜
・
施
設
野
菜
・

果
樹
・
畑
作
・
露
地
花
き
・

施
設
花
き
の
個
人
経
営
体

（
全
国
）
は
、
施
設
花
き
以

外
の
全
営
農
類
型
で
農
業
経

営
費
が
増
加
し
て
い
る
。
農

業
粗
収
益
が
増
加
し
た
営
農

類
型
も
多
か
っ
た
も
の
の
、

農
業
所
得
は
全
営
農
類
型
で

減
少
し
た
。

●
露
地
野
菜
作

露
地
野
菜
の
全
国
・
１
経

営
体
当
た
り（
以
下
、
同
じ
）

の
農
業
粗
収
益
（
以
下
「
粗

収
益
」）は
８
４
１
万
円
で
、

前
年
比
３１
・
４
％
増
加
し
た
。

農
業
経
営
費
（
以
下
「
経
営

費
」
）
は
種
苗
費
や
肥
料
費

な
ど
が
増
加
し
た
こ
と
か

ら
、
６
６
７
万
円
と
６８
・
６

％
増
加
し
た
。
そ
の
結
果
、

農
業
所
得
（
以
下
「
所
得
」
）

は
１
７
４
万
円
と
な
り
、
２８

・
７
％
減
少
し
た
。

●
施
設
野
菜
作

施
設
野
菜
の
粗
収
益
は
１

４
５
９
万
円
で
、
１３
・
０
％

増
加
し
た
。
経
営
費
は
肥
料

費
や
光
熱
費
な
ど
が
増
え
た

こ
と
か
ら
、
１
０
５
７
万
円

と
３４
・
８
％
増
加
。
所
得
は

４
０
２
万
円
で
２０
・
８
％
の

減
少
と
な
っ
た
。

●
果
樹
作

果
樹
の
粗
収
益
は
６
０
４

万
円
で
、
５
・
９
％
減
少
し

た
。
経
営
費
は
光
熱
費
な
ど

が
増
え
た
こ
と
か
ら
、
４
２

３
万
円
と
８
・
９
％
増
加
し

た
。
所
得
は
１
８
２
万
円
で

２８
・
５
％
減
少
し
た
。

●
畑
作

畑
作
の
粗
収
益
は
１
０
０

６
万
円
で
、
１１
・
１
％
増
加

し
た
。
経
営
費
は
肥
料
費
や

光
熱
費
な
ど
が
増
え
た
こ
と

に
よ
り
、
７
８
１
万
円
と
２６

・
２
％
増
加
し
て
い
る
。
所

得
は
２
２
５
万
円
で
２１
・
５

％
減
少
し
た
。

●
露
地
花
き
作

露
地
花
き
の
粗
収
益
は
６

８
９
万
円
で
、
４
・
０
％
減

少
し
た
。
経
営
費
は
種
苗
費

な
ど
が
増
え
た
こ
と
か
ら
、

５
１
９
万
円
と
１４
・
７
％
増

加
し
て
い
る
。
所
得
は
１
７

０
万
円
で
３５
・
９
％
減
少
し

た
。●

施
設
花
き
作

施
設
花
き
の
粗
収
益
は
１

４
３
７
万
円
で
、
１０
・
５
％

減
少
し
た
。
経
営
費
は
種
苗

費
な
ど
が
減
っ
た
た
め
、
１

１
２
２
万
円
と
３
・
４
％
減

少
し
て
い
る
。
所
得
は
３
１

５
万
円
で
２８
・
９
％
の
減
少

と
な
っ
た
。

（注） ≦―５０＜ ≦―２０＜ ≦―５＜ ＜５≦ ＜２０≦

総
務
省
が
３
月
２３
日
に
公

表
し
た
２０
年
度
に
お
け
る

「
地
域
お
こ
し
協
力
隊
の
活

動
状
況
等
に
つ
い
て
」
に
よ

る
と
、
現
在
の
隊
員
数
・
見

込
み
隊
員
数
は
、
再
び
増
加

に
転
じ
た
。

２０
年
度
の
隊
員
数
は
５
４

６
４
人
で
、
前
年
度
か
ら
１

１
５
人（
２
・
１
％
）増
加
し

た
。
農
水
省
の
交
付
金
を
活

用
し
た
協
力
隊
の
隊
員
数
を

合
わ
せ
た
見
込
み
人
数
は
５

５
５
６
人
で
、５３
人（
１
・
０

％
）増
加
す
る
と
み
ら
れ
る
。

受
け
入
れ
自
治
体
数
は
１

０
６
５
団
体
と
、
前
年
度
か

ら
６
団
体
減
少
し
た
。

男
女
比
は
男
性
が
５９
・
３

％
（
１
・
３
㌽
減
）
、
女
性

が
４０
・
７
％（
１
・
３
㌽
増
）

と
、
男
性
は
減
少
し
た
も
の

の
、
過
半
数
を
占
め
る
。
年

代
別
で
は
３０
代
が
３６
・
６
％

（
１
・
１
㌽
減
）
と
最
も
多

く
、
次
い
で
２０
代
が
３０
・
９

％
（
１
・
３
㌽
増
）
、
４０
代

が
２１
・
５
％（
１
・
２
㌽
減
）

と
な
っ
て
い
る
。

２０
年
３
月
３１
日
ま
で
に
任

期
を
終
え
た
隊
員
は
６
５
２

５
人
で
前
回
調
査
（
１９
年
３

月
３１
日
）
時
点
よ
り
１
６
７

７
人
（
３４
・
６
％
）
増
加
。

男
性
は
４
０
７
６
人
、
女
性

は
２
４
４
９
人
で
、
そ
れ
ぞ

れ
１
０
３
９
人
、
６
３
８
人

増
加
し
た
。
年
代
別
に
み
る

と
、３０
代
が
２
５
９
８
人（
６

４
０
人
増
）
、
２０
代
が
２
０

０
１
人
（
４
６
３
人
増
）
、

４０
代
が
１
３
６
３
人
（
４
１

１
人
増
）
の
順
で
多
い
。

同
一
市
町
村
に
定
住
し
た

隊
員
３
３
１
０
人
（
８
４
６

人
、
３４
・
３
％
増
）
の
進
路

で
は
、
就
業
が
１
３
６
４
人

（
３
０
４
人
増
）
で
最
も
多

く
、
起
業
１
２
７
４
人
（
３

８
６
人
増
）
、
就
農
・
就
林

等
が
４
１
３
人
（
９６
人
増
）

な
ど
。
就
農
・
就
林
で
は
農

業
が
３
４
１
人（
７９
人
増
）、

林
業
が
４５
人
（
１４
人
増
）
、

畜
産
業
が
１８
人
（
６
人
増
）

の
順
で
多
か
っ
た
。

２１年
通年見通し

▲４９.４

▲１３.４

▲１９.３

▲３.４

▲１２.４

▲２.０

▲２９.１

▲８.９

２０年
実績

▲４０.２

３.０

▲１９.３

▲１６.４

▲４３.９

４４.３

▲４３．８

６.４

１９年
実績

▲２０.２

▲２３.２

３０.３

８.４

▲０.２

▲４.１

▲３８.９

１４.７

業種

施設花き

キノコ

酪農
（北海道）

酪農
（都府県）

肉用牛

養豚

採卵鶏

ブロイラー

２１年
通年見通し

▲３２.４

▲６１.６

▲４３.８

▲３４.１

▲３５．２

▲２４.３

▲４７.４

▲２１.８

２０年
実績

▲２４.９

▲３.６

▲３３.４

▲３２.３

▲３２.８

▲２８.１

▲７８.０

▲１６.８

１９年
実績

６.０

２６.５

１１.４

３１.６

▲９.３

▲２２.４

▲５３.１

７.５

業種

農業全体

稲作
（北海道）

稲作
（都府県）

畑作

露地野菜

施設野菜

茶

果樹

野菜作の農業経営収支（全国・１経営体当たり）の概要
施設野菜作

対前年
増減比

％

１３．０

１２．０

▲２２．０

１６．９

３４．８

▲２０．８

▲１０．７

７．４
注：１ 作付延べ面積の単位は、露地野菜作ａ、施設野菜作㎡である。 ▲はマイナス

２ 農業所得率の対前年増減率は、対前年差である。

１９年

１４，５９１

１３，５１９

６２１

１１，７３３

１０，５６８

４，０２３

４，０２２

５，８９８

１８年

１２，９１６

１２，０７０

７９６

１０，０３９

７，８３８

５，０７８

４，５０２

５，４９２

露地野菜作

対前年
増減比

％

３１．４

３１．２

３０．４

９０．６

６８．６

▲２８．７

２７．０

２４．２

１９年

８，４１０

７，７６３

６，２７３

４６５

６，６６６

１，７４４

１３３．１

３，６８０

１８年

６，３９９

５，９１８

４，８１２

２４４

３，９５４

２，４４５

１０４．８

２，９６４

単

位

千円

〃

〃

〃

〃

〃

ａ

時間

区 分

平 均

農 業 粗 収 益

うち作 物 収 入

うち露地野菜

施設野菜

農 業 経 営 費

農 業 所 得

営 農 概 況

作 付 延 べ 面 積

自営農業労働時間

コ
ロ
ナ
禍
リ
ン
ゴ
摂
取
増
４６
％
で
ト
ッ
プ

コ
ロ
ナ
禍
リ
ン
ゴ
摂
取
増
４６
％
で
ト
ッ
プ

健
康
増
進
や
在
宅
時
間
増
で

健
康
増
進
や
在
宅
時
間
増
で

全
て
の
営
農
類
型
で
所
得
が
減
少

１９
年
露
地
野
菜
作
な

ど

経
営
費
が
大
幅
増

日本公庫

２０
年
農
業
景
況
Ｄ
Ｉ
３１
㌽
減
と
大
幅
悪
化

２１
年
は
さ
ら
に
８
㌽
低
下
の
見
直
し

�

�

�

�

�

�

�

�

農業景況天気図（１９年実績、２０年実績、２１年通年見通し）
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地
域
お
こ
し
協
力
隊
、１１５
人
増
加

２０
年
度
定
住
隊
員
は
３
割
増
に
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現在、春の農作業安全確認運動が実
施中である。農業は、他産業と比べて
作業事故発生率の高い傾向にあり、安
全意識の向上が求められている。
農水省は、「農林水産業・食品産業
の作業安全のための規範」を２月に策
定。このほどホームページで公表した。
生産者や生産者団体（農協等）が、留
意して実行すべき事項を整理したも
の。「共通規範」と、農業・林業など
５業種ごとの「個別規範」がある。農
業の個別規範から内容を紹介する。付
属のチェックシート（表）も活用し、
普段の作業の安全性を再確認したい。
①人的対応力の向上
全ての従事者が安全対策を自らのこ

ととして捉え、対策に取り組む必要が
ある。事故防止に向けた具体的目標を
設定。常にそれを意識して行動できる
ようにすること。目標は、「事故件数
の削減目標」「点検回数」「研修への
参加回数」など、できるだけ数値で示
すことができる項目とする。
インターネットや情報紙・誌を活用
し、安全対策に関する情報を積極的に
収集。家族の話し合いや作業前の打ち
合わせなどの場で、繁忙・季節特性・
事故の発生傾向等を共有する。

じゅんし ゅ

②安全ルール遵守と手順の確認
関連法令の遵守は、安全確保の大前
提となる。機械や農薬は、取扱説明書
を確認した上で、危険性や適正な使用

方法を理解する。資
機材を初めて使う時
や、更新時には特に
事故が発生しやすい
ので注意する。作業
内容や環境に応じ、
安全に配慮した服装
や保護具の着用をル
ール化する。
③資機材・設備の
安全性の確保
引火性燃料や農薬の保管は適正に行
い、保管状況を定期的に確認。機械・
刃物は、使用前または定期的に点検・
整備する。ミスをしても、事故に結び
つきにくい資機材・設備の選択も重要。
「農研機構の『安全性検査』に合格し
ているか」は購入時の参考となる。
④作業環境の整備
事故の発生リスクは従事者の経験や
身体能力によるので、適切な作業分担
が重要。機械には、「人が巻き込まれ

る危険区域」や「トラブル時の機械の
停止方法」を明示しておく。ほ場出入
り口や路肩などの危険箇所では、改善
・整備や掲示等で注意喚起を行う。安
全な環境維持のため、「整理・整とん
・清潔・清掃」を日常的に実施する。
⑤事故事例の分析
事故に至らないが危険を感じた事象
（ヒヤリハット）は貴重な情報。共有
できる仕組みを作る。原因を分析し、
なるべく早く再発防止策を講じる。

野生動物の被害防止には防護柵が不
可欠である。各資材の特徴を押さえて、
適切に設置することが重要となる。物
理・心理柵ごと（表）に設置・管理の
ポイントをまとめた。
【ワイヤーメッシュ】
イノシシやシカには、高さ１ｍ×幅
２ｍ、目合い１０cm、太さ５～６mm
のものが有効。目合いが長方形だと、
くぐられたり壊されたりする可能性が
あるので、正方形とする。下部は地面
と密着させ、接地面には竹やパイプを
横にして、くくりつけ補強する。接合

部は作物側を向ける。
【トタン板】
視覚遮断効果が高い。中を見られな
いよう、角や地際にすき間を作らない
ことが重要。飛び越えられないよう、
継ぎ足しなどで高さ１．２ｍ程度とする。
板同士の継ぎ目が破られやすいので、
重なり部分は厚めにする。起伏のある
場所に設置する場合、ならして草刈り
を行ってから設置する。
【電気柵（ワイヤー式）】
学習効果によって侵入を防ぐもの

で、軽量で設置が容易。電圧の維持管

理が必要となる。草が伸びて電線に当
たると漏電し電気ショックが弱くなる
ので、こまめに草刈りを行うこと。電
気の流れていないまま設置している
と、「怖くない」という学習をする。
設置中は定期的に電圧を図り、４０００ボ
ルト以上を維持する。動物の鼻の高さ
に地面と平行に張るのが基本。設置場
所が凸凹や傾斜地である場合、すき間
を開けないよう支柱の数を増やす。
ワイヤーメッシュやトタンの上に設
置することで、サルを含む複数の獣種

に対応できる。また、電気柵の内側３０
～４０cm の位置にトタン板を設置する
と、イノシシに対して有効な複合柵と
なる。

理化学研究所などの共同研究グルー
プは３月３１日、アザミウマ類を寄せ付
けない忌避剤を開発したと発表した。
一般的に、植物の害虫防除には殺虫
剤が用いられる。しかし、害虫が殺虫
剤抵抗性を獲得することによる被害が
問題となる。特に、アザミウマ類は抵
抗性を高度に発達させており、防除は
困難を極めている。
研究では、植物成長調整剤として実
用化されている化合物「プロヒドロジ
ャスモン（PDJ）」が、害虫に対する
防御力を高めることに注目。トマトの
定植前後に散布することで、アザミウ
マ類を寄せ付けないことを実証。既存
の殺虫剤と同等の防除効果だという。
また、殺虫剤は、一定期間の食害を

被った後に効果が得られるため、ウイ
ルスの媒介を防げない。PDJは食害も
防ぐため、ウイルス媒介性を半減させ
ることも期待できる（図）。
PDJは、既に生産現場で、ブドウ・
リンゴの着色促進、ミカンの浮皮軽減
・落果防止を目的に広く使われている
もの。トマト・ミニトマトの農薬とし
て、同月２６日に登録を取得した。
共同研究グループは、「持続的な害
虫防除が可能で、天敵など捕食者との
併用も容易に行える。新たな防除への
道を拓いた成果と言える」としている。

農研機構革新工学センターは、２０
年度研究報告会を３月１０日に開催。
その中で、同センター安全検査部研
究員・太田薫平氏が「果樹園におけ
る脚立作業の実態と事故低減に向け
た対策」と題して発表した。
脚立は、安価なことや持ち運びや
すいことから、果樹の剪定や収穫作
業などに広く使われている。一方、
樹園地での脚立事故は、１３～１６年の
４年間で９００件以上発生（全国農業共
済連分析）。場所別では、樹園地が
全体の約８割と、際立って多い。
同氏は、誤使用が原因となってい
る可能性に着目し、果樹園での脚立
作業従事者２２名を対象に実態調査を
実施。その結果、９５％の従事者が何
らかの誤使用を行っていた。
多かった誤使用は、「開き止めが
緩んだ状態での使用」で６８％、「天
板をまたぐ」で５９％、「天板に乗る」
で５５％となった。開き止めは、「緩
んだ状態での使用」と「不使用」を

合わせた８２％の従事者が誤って使用し
ていた。誤使用例として、斜面で大き
く開いている様子を紹介した（写真）。
結果から、開き止めの不完全な使用
が多い理由は、「設置場所に応じて調
節する作業が手間となっているため」
と指摘。調節を面倒くさがらず、設置
場所ごとに行うことを求めた。
さらに、少ない手間で開き具合を調
節・固定できる装置を試作したと報告。
調節動作の時間を従来方式と比べて平
均５６％短縮できたという。同センター
は、多発する果樹園での脚立事故に対
し、技術面での解決法を模索している。

大きく開いて斜面に設置した事例（誤使用）

農研機構提供

作業安全規範チェックシート（記入例）

具体的な事項
○：実施
×：実施していない
△：今後、実施予定
－：該当しない

①人的対応力の向上
◇ 作業事故防止に向けた具体的な目標を設定する。 〇

◇ 知識、経験等を踏まえて、安全対策の責任者や担当者を選任する。 ―

◇ 作業安全に関する研修・教育等を受ける。また、作業安全に関する最新の知見や情報の幅広い収集に努める。 ×

◇ 適切な技能や免許等の資格を取得する。 △

◇ 家族の話合い、職場での朝礼や定期的な集会等により、従事者間で作業の計画や安全意識を共有する。 〇

◇ 安全対策の推進に向け、従事者自らが提案を行う。 △
農水省の資料から一部抜粋

防護柵の種類

障壁によって侵入を防ぐ
物理柵

学習効果によって侵入を防ぐ
心理柵

種
類

・ワイヤーメッシュ柵
・金網柵
・トタン
・ネット柵ほか

・電気柵

特
徴

・対象とする獣種によって高
さを調整

・よじ登る能力が高い獣種に
は不向き

・対象とする獣種によって電
線の段数や設置間隔を調整

・電圧の維持管理をしていく
必要がある

※サルなどよじ登る能力が高い獣種には、物理柵と心理柵を組み
合わせた柵が有効
農水省HP「野生鳥獣被害防止マニュアル―総合対策編―」から

事故防止に数値目標設定重要事故防止に数値目標設定重要
農水省、農作業安全のための規範策定

ワイヤーメッシュは接地面の補強を
防護柵設置・管理のポイント

害虫寄せ付けず防除
トマトなどの忌避剤

「開き止め」誤使用多し
果樹園での脚立事故



５Ｓのチェックリスト
No． 設備 やってはいけないこと 評価 対策

１‐１ 倉庫を含む
すべての施設

ゴミや壊れたものが放置されたま
まで、動線の妨げとなっている

必要なものと不要なもの（１年以上使用しない
もの等）を分け、不要なものは廃棄する。赤札
や黄札等色分けして判別するのも有効である

１‐２ 倉庫を含む
すべての施設

不要なのか必要なのか判断が付か
ず、そのままにしてしまっている

各業務管理者が必要な用具や工具、サプライ品
などを判別し、管理体制を明確化する

（公財）日本生産性本部の資料から
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子牛の呼吸器病は絶えず発生し、生
産者の悩みの種となっている。山口県
農林総合技術センター畜産技術部は、
消毒薬のポビドンヨード剤を煙霧状に
して乳用雌子牛に噴射することによ
り、呼吸器病の治療頭数を半分程度に
抑えている。その事例を紹介する。
同部では、生後７日～６ヵ月齢の乳
用雌子牛を哺育・育成しており、常時７０
～１３０頭を飼養している。年間の呼吸器
病の治療頭数は全体の３割を占める。
○方法
煙霧消毒は、同部で飼養している哺
育・育成牛のうち、哺育Ａ :１５頭（約０
～１．５ヵ月齢）、哺育Ｂ :１５頭（約１．５～
２．５ヵ月齢）、育成 :１０頭（約２．５～３．５ヵ
月齢）の３房の計４０頭を対象に行った。
５０倍に希釈したポビドンヨード剤と
拡散剤を、ジェット式の煙霧消毒器を
用いて牛舎消毒のため噴射した。呼吸

器病が多発した２０１９年１１月３日～９日
までの１週間は毎日実施し、以降の平
常時は週２回実施した。消毒の際には
牛が煙霧を吸い込めるように窓を閉め
て畜舎の気密性を高め、牛体にも煙霧
が直接当たるようにした（写真）。な
お、ポビドンヨード剤を選定したのは、
牛が吸入しても悪影響がない薬剤のた
めである。
○結果
消毒効果を検証するため、消毒開始
前後の１００頭当たりの延べ治療頭数を
８月～翌年１月の各月を上・中・下旬
に分けて比べたところ、１１月上旬の流
行が終息した後は４０頭前後と、消毒開
始前の７０～１００頭よりも少ない頭数で
推移した（図）。同部は、毎年周期的
に呼吸器病が「まん延」していたが、
「発生はあるが、まん延しない」レベ
ルまで対策が功を奏し、過去２年と比

べて発生数が低値だとしている。
煙霧消毒は消毒剤を直径３μｍの微
粒子まで小さくできるため、畜舎の消
毒に用いられている。牛体に害の無い
希釈倍率でポビドンヨード剤を用いる
ことで、エサの除去や牛追いの手間な
どを省くことができ、手軽に行える。
人の医療で肺炎治療などに使われてい
る吸入療法（ネブライザー療法）と同
じ仕組み。薬剤をエアロゾルとして、
子牛の下部気道まで到達させることに
より、呼吸器病低減の効果につながっ
たのではないかと考察されている。
ジェット式以外にも煙霧消毒が可能
な機械はあるため、
直径３μｍ以下の微
粒子にして噴霧可能
であれば、同等の効
果が得られるとして
いる。
同部は、今後も消
毒を継続し、気候な
どの条件や有効な希
釈倍率の検討も続けたいとしている。
なお、使用したポビドンヨード剤は

５００ｍｌで約１５００円、拡散剤は２０Ｌで約

２７０００円だった。また、現在、より消毒
効果の高い微酸性次亜塩素酸水も効果
を検討中である。

（公財）日本生産性本部は３月２４日
にオンラインで「簡易診断解決ツール
セミナー」を開催し、日常の作業を見
直すための酪農の「作業効率化チェッ
クリスト」を公表した。
酪農家の労働時間は年間２２５９時間

（１６年度の農水省データ）といわれて
おり、生産者によっては３０００～４０００時
間に及ぶ（日本生産性本部の調査）。
セミナーでは、「１日５分作業を短
縮できれば、年間２０時間の作業時間を
削減できる」と強調。チェックリスト
で、お金をかけずに作業の中での工夫
を積極的に行うことを求めた。
リストの作業分類は、①搾乳②エサ
づくり③牛舎管理④幼牛舎⑤５Ｓ⑥安
全の６つの項目で構成されている。ま
た、全施設共通と設備ごとに分類して
おり、自分が使用している施設のタイ
プに合わせて利用することができる。
リストの使い方
作業・施設分類に応じてリストを用
いて評価を行う。「やってはいけない
ことを行っている」場合が×、「やっ
てはいけないことに近いことを行って
いる」場合に△、「理想に近い状態で
作業を行っている」場合には〇を記入
する方法が推奨されている。チェック
を付けた後、×の作業から順番にリス
ト右側の解決策を中心に、自分たちの
畜舎に合った対策も提案・実施する。

①搾乳は「作業者の移動時間を最短
にする」ことが重要。消毒液やペーパ
ータオルなど、搾乳時に必要な道具は
複数の置き場を設置する・あらかじめ
身体に必要分をくっ付けて移動する、
などの対策が有効。「作業を標準化し
て、最も効率的な方法で全員が作業を
する」ことも重要。自分の農場に合っ
た最適な方法を見極め、乳頭の拭き方、
前搾りなどのやり方をマニュアルにし
て農場の全員で共有する。
②エサづくりでは、「作業手順を明
確にし、総労働時間を最短にする」こ
とが重要。並行で行える作業は同時に
行うなどの工夫が必要。また、「作業
・保管・給餌のエリアが離れていると
運ぶ時間が発生するため、なるべく場

所を近づける。「牛が食べきれる適正
量で作製・給餌する」ことが必要。体
調不良で食べない牛の給餌量の管理を
見える化するなどの工夫で余計な手間
とコストを排除する。
③牛舎管理では、「ムダのない動作
や移動を行う」ことが重要。用具や備
品の理想的な配置などが農場の全員で
検討されていることが大切。必要なも
のの事前準備や作業のチェックリスト
を活用する。
「適量の飼料や薬品などの在庫を保
管する」ことも重要。古いものから順
に使用できるように工夫し、不要経費
が発生しないようにする。
④哺育舎では、容量の大きい容器を
使うなどして「取り置き作業を最低限

にする」工夫が必要。代用乳の作り方
の手順・分量などをマニュアル化・見
える化し、品質を統一する。粉ミルク
の溶け残りを再度混ぜて溶かすなど、
不要な手順が出ないよう工夫する。
⑤５Ｓ（整理・整とん・清掃・清潔
・しつけ）では、「必要なものがいつ
でもすぐに取り出せる」ことなどが重
要。人間は腰から肩の高さが物を取り
出しやすいストライクゾーンであるた
め、よく使うものをこの位置にしまう。
⑥安全では、重機を定められた導線
以外では利用しないなどの「重機事故
のない安全な運用」が求められる。他
にも、危険エリア帯のマーキングや安
全ロープの装着などを行い、「安全な
作業場所」を作ることが重要となる。

アフリカ豚熱（ＡＳＦ）は非常に
感染力が強く、イノシシを介しても
拡がる。原因となるＡＳＦウイルス
（以下、ＡＳＦＶ）は非常に特殊な
もので、起源や生態は謎に包まれて
おり、ワクチンなど有効な予防法や
治療法は無い。
豚やイノシシの体内で、免疫細胞
であるマクロファージ（体内に侵入
した細菌などを食べる能力がある細
胞）や単球（白血球の一種で、成熟
するとマクロファージなどになる）
に感染して増殖する。これまでＡＳ

ＦＶの実験には、豚の体から採取した
マクロファージ初代細胞が用いられて
きたが、生体外で安定的に培養・増殖
させることが難しく、ワクチン開発の

さまた

妨げになっていた。
そこで、農研機構は豚の腎臓から採
取したマクロファージを遺伝子操作に
より不死化（１個の細胞が無制限に分

裂し、長い期間培養が可能な状態）し、
試験管内で連続して培養することがで
きる細胞株を作り出した。この細胞株
はＡＳＦＶに感染しやすく、マクロフ
ァージ初代細胞と同等の性質を持つ。
生きた豚を必要とすることなくＡＳ
ＦＶを効率よく増殖することができる
ため、発症メカニズムの解明や診断法
の改良、ワクチン開発に役立つものと
期待される。
国内への侵入を防止することが最優
先だが、有事の時のため、さらなる研
究の進歩、備えが求められる。

ポビドンヨード剤による煙霧消毒の様子
山口県農林総合技術センター畜産技術部

乳用
子牛ポビドンヨード剤煙霧で呼吸器病を低減

手間なく安全な消毒で

煙霧消毒器

チェックリストで作業のムダ確認
ここに○×を付けて

チェック
ここに○×を付けて

チェック用具の移動減らし効率的な酪農を

アフリカ豚熱
ワクチン開発に一歩前進
豚由来の細胞株を作出
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おが粉（おが屑）は、吸水性に優れ
ており、敷料として肉用牛農家での需
要が高い。一方、バイオマス発電など
木質系原料需要の高まりから、地域に
よっては価格が高騰し、安価な代替敷
料の利用が求められている。
（公社）中央畜産会が作成したマニ
ュアルなどから、代替敷料ごとの特徴
と入手性をまとめた。

細断古紙

特徴：もみ殻より保水力は高い。一

方、水分を吸収すると床などに付着し
やすく泥ねい化しやすいため、短期間
で更新する必要がある。おが粉と混合
利用（容積比は１：１）することも有
効となる。
入手性：各事務所から排出されるた
め、比較的入手しやすい。有償と無償
のものがある。無償の場合、ホチキス
針や特殊加工紙など異物混入に注意し
なければならず、排出者との情報交換
を密にすることや、袋に排出部署を記
載することなどが必要となる（写真）。

もみ殻

特徴：形質は硬く、水をはじく性質
がある。厚く敷くことにより通気性・
クッション性も高まり、牛ふんがもみ
殻に包まれることで、汚れた部分のみ
取り出すことが容易となる。敷料の交
換期間も延長され、結果として作業労

力の軽減にもつながる。
入手性：全国で発生することから、
入手は比較的容易。雨水に濡れたまま
長期保管するとカビが生えるため、野
生鳥獣の侵入を防ぐためにも、閉鎖型
施設で保管する。

キノコ廃菌床

特徴：菌床の基材には、おが粉やコ
ーンコブ（トウモロコシの芯を砕いた
もの）が用いられる。水分を多く含ん
でいることから、長期間の利用には、
ある程度乾燥させる必要がある。キノ
コの種類によって、敷料への向き・不
向きがある。コーンコブ菌床は、敷料
にはあまり適さないが、副資材として
有効となる。
入手性：キノコ農家は廃培地の処理
に費用を払う場合が多いため、安く提
供される可能性がある。

戻し堆肥

特徴 :乾燥して粉状になると舞い上
がりやすく、呼吸器に影響を及ぼすの
で、水分２０～４０％が適当。自家利用が
原則となる。戻し堆肥として何度も使
用すると、粘性が出てきて敷料が固ま
りやすくなるため、３回程度の循環を
１つの目安にして入れ替えをするなど
の工夫が必要である。

（公社）畜産技術協会は３月、「ア
ニマルウェルフェア（AW）の考え方に
対応した家畜の輸送に関するチェック
リスト」を公開した。家畜輸送がAW
の考え方に適合しているかどうかを定
期的にチェックするためのもの。
「はい」と「いいえ」で回答するも
ので、「いいえ」があれば改善のため
の検討及び家畜の快適な状態を
提供することが求められる。家
畜の輸送に携わる者（家畜の管
理者や飼養者、輸送業者、車両
の運転手など）が使うことを想
定して、作成した。
チェックリストは、５３項目から構成
されている。家畜への配慮の項目では、
「輸送が過度な不安やストレスを与え
ないように配慮しているか」などを記
載。その他、「輸送中にも暑熱対策や
寒冷対策を行い、可能な限り適温を維
持するようにしているか」や「換気不

良による熱やアンモニア等の滞留が生
じていないか」などにも言及している
（表）。
輸送計画に関しては、「輸送する畜
種や状態、積み込み・積み下ろしの場
所や予定時刻、輸送ルート、防疫措置
などを、輸送に携わる者が協力して作
成しているか」が問われている。

車両内の照明に関する事項に
も注意する。「家畜の状態等が
十分に観察できる程度」とされ
ており、「積み込みや積み下ろ
し時には、家畜が安全に行動で

きる明るさ」が確保できていること
が必要である。
同協会ホームページからチェック
リストを閲覧できる。不明点があれ
ばAW指針の本文を参照する。既に
取り組んでいる事項も多いと思われ
るが、家畜の快適性追求のため、確
認・徹底しておきたい。

（一社）日本家畜人工授精師協会は
３月１６日、「乳用牛への黒毛和種の交
配状況（２０年１０月～１２月期）」を公表
した。乳用牛へ黒毛和種を交配した割
合は、全国で３５．２％（前期比２．８㌽減、
前年同期比２．０㌽減）となった。

延べ人工授精頭数の８割以上を占め
る北海道の黒毛和種交配割合は、
２３．４％（２．３㌽減、３．１㌽減）、都府県は
４９．７％（３．５㌽減、１．０㌽減）といずれも
前期・前年同期より減少した。都府県
を地域別にみると、前期比では中四国

で３．２㌽増であるものの、その他は減少
した。減少率は、近畿で８．２㌽減と特に
著しく、次いで東海が６．８㌽減、関東が
４．２㌽減などとなっている。
延べ人工授精頭数は、全国で３２万

６９４７頭（１０．０％増、１．２％減）、北海道
で２６万９９１０頭（６．１％増、０．２％減）、都

府県で５万７０３７頭（３３．１％増、５．７％減）
となっている。前年からの推移をみる
と、全国的に減少傾向であることがう
かがえた。
性選別精液の利用割合は、全国で

１８．５％（０．２㌽減、１．９㌽増）。増加傾向
が続いていたが、前期並みとなった。

農畜産業振興機構は４月９日、肉用
牛肥育経営安定交付金制度（牛マルキ
ン）の２１年２月販売分の交付金単価（概
算払）を公表した。
新型コロナウイルスの影響により、
交雑種・乳用種の販売価格は前年を下
回って推移していることから、それぞ
れ１３ヵ月連続、５６ヵ月連続の発動とな

った。なお、肉専用種は２２道県で発動
している。
１頭当たりの交付金単価は、交雑種
が７万９６１８．１円、乳用種が４万５６６２．９
円となった。前月に比べて、交雑種は、
販売価格の低下・素畜費の増加で６万
２１２．７円の増額。乳用種は、素畜費の増
加で５７０４．２円の増額だった。
なお、積立金が不足する都道府県で
は、国費分のみ（４分の３相当額）の
支払いとなる。

（独）家畜改良センターは３月３１日、
農水省が推進している「広域後代検定
に係る共同利用種雄牛の能力評価結
果」を公表した。同検定は、各県の和
牛の優良種雄牛を広域的に利用する制
度で、２０道県が参加している。同セン
ターが毎年、参加道県で生産された種
雄牛の能力評価を行っている。
今回、同省から新たに選定された種
雄牛は１０頭。各産肉形質等のうち、育

種価（※）の高いものを抜粋する。枝
肉重量とバラの厚さは青森の「花大
平」、BMSとロース芯面積は熊本の
「美津福重」、日齢枝重は島根の「百
合勝久」となっている。また、広島の
「帝釈丸」は遺伝的に重要な系統とさ
れる始祖個体「第３８の１岩田」の遺伝
子保有率が１１．７％と特に高い。
選定された種雄牛は、各都道府県が
実施する種雄牛改良などに利用できる
ようになる。
※育種価 : 親から子へ伝えられる平
均的な遺伝的能力の価値。親の育種価
の２分の１が子に伝達される。

細断古紙

写真はいずれも（公社）中央畜産会「おが粉代替敷料利活用マニュアル」から

哺乳子牛牛床への細断古紙利用

細断古紙、排出者との情報交換密に
敷料ごとの特徴見極め利用を敷料ごとの特徴見極め利用を

家畜輸送時の意識すべき５３項目
アニマルウェルフェアに対応

全国の黒毛和種交配率３５．２％に低下
牛

用
乳

性選別利用率は前期並み

共同利用種雄牛１０頭
農水省が選定

牛マルキン２月分
交雑種・乳用種で連続発動
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牛枝肉牛枝肉

豚枝肉豚枝肉

大型連休に向け
て、焼き肉用な
ど荷動き活発化

３月の枝肉相場は、緊急事態宣言解
除後への期待もあり、各品種とも堅調
に推移し、前月を上回った。昨年３月
は、新型コロナウイルスの影響で相場
が大きく下がった。一昨年３月の相場
と比べると、和牛去勢の価格は上回る
水準、乳牛去勢及び交雑種（Ｆ１）はほ
ぼ同水準となっている。
【乳去勢】３月の東京市場の乳牛去
勢Ｂ２税込み平均枝肉単価（速報値、
以下同じ）は９９５円（２０年同月比１０４％、
１９年同月比９６％）となり、前月に比べ
４７円上げた。
農畜産業振興機構の需給予測による
と、４月の乳用種の全国出荷頭数は２
万６５００頭（９６％）と減少に戻ると見込
んでいる。
【Ｆ₁去勢】３月の東京市場の交雑種
去勢税込み平均枝肉単価は、Ｂ３が
１６１０円（２０年同月比１２２％、１９年同月比
１００％）、Ｂ２は１４７５円（１３２％、９９％）
となった。前月に比べそれぞれ１２６円、
１３６円上げた。
同機構は、４月の交雑種の全国出荷
頭数を１万９８００頭（１０５％）と、引き続
き増加を予測している。
【和去勢】３月の東京市場の和牛去
勢税込み平均枝肉単価は、Ａ４が２５９９
円（２０年同月比１４１％、１９年同月比
１０６％）､Ａ３は２４１１円（１４６％、１０７％）
となった。前月に比べそれぞれ１６９円、
２０４円上げた。

同機構は４月の和牛の全国出荷頭数
を４万１６００頭（１１２％）と前年同月を大
きく上回ると予測。牛全体では８万
９４００頭（１０５％）と見込んでいる。
４月の輸入量は総量で４万８５００ｔ

（７０％）と引き続き減少を
予測。内訳は冷蔵品２万
２３００ｔ（７９％）、冷凍品２
万６２００ｔ（６４％）。冷蔵品
は、北米からの入船遅れの
影響に加え、豪州及び米国
における現地価格の高騰等
から、前年同月を大幅に下
回る見込み。冷凍品も、冷
蔵品と同様の影響に加え、
前年の輸入量が多かったこ
とから、前年同月を大幅に
下回ると予測している。
緊急事態宣言は解除され
たが、外食需要の回復には
かなりの時間を要するもの
とみられる。

一方、内食需要は継続することが予
想される。また、大型連休向けの手当
てで、例年ほどではないにしろ、焼き
肉用などの荷動きの活発化が期待され
る。輸入量の減少傾向が続いているこ
ともあり、相場は、強もちあいの展開
が予想される。
向こう１ヵ月の東京市場の税込み平
均枝肉単価は、乳牛去勢Ｂ２が９５０～
１０００円、Ｆ１去勢Ｂ３が１５５０～１６５０円、
Ｂ２は１４００～１５００円、和牛去勢Ａ４が
２５５０～２６５０円、Ａ３は２３５０～２４５０円で
の相場展開か。

内食需要と出荷
・輸入減で、堅
調な相場展開か

３月の東京食肉市場の豚枝肉税込み
平均単価は、上物が４７９円（前年同月比
９９％）、中物は４４４円（１０２％）となった。
前月に比べそれぞれ２０円、２１円下げた。
引き続き内食需要が堅調で、前半は引
き合いが強かったが、年度末でもあり、
後半は荷動きが鈍り、軟調な展開とな
った。
農水省の肉豚生産出荷予測による

と、４月は１３６万７千頭（前年同月比
９４％、平年比９９％）、５月は１３３万６千
頭（１０４％、１００％）と見込んでいる。
農畜産業振興機構の需給予測による
と、４月の輸入量は総量で８万１３００ｔ
（前年同月比８０％）の見込み。内訳は

冷蔵品３万５４００ｔ（９４％）、冷凍品４
万５９００ｔ（７２％）。冷蔵品は、北米か
らの入船遅れの影響が引き続き発生す
る中、現地価格の高騰等から、前年同
月をやや下回ると予測。冷凍品は、冷
蔵品と同様の影響に加え、前年の輸入
量が多かったこともあり、前年同月を
大幅に下回ると見込んでいる。
緊急事態宣言は解除されたが、内食
向けの需要は底堅く推移するとみられ
る。４月の出荷頭数が前年を６％下回
ると予測されていることや、輸入量が
北米からの入船遅れの影響等で減少し
ていることから、堅調な相場展開が予
想される。
向こう１ヵ月の東京食肉市場税込み
平均枝肉単価は、上物が５００～５２０円、
中物は４６０～４８０円での相場展開か。

乳素牛・ｽﾓｰﾙ上
げ基調、和子牛
強もちあいか

【乳素牛】３月の乳素牛の全国１頭
当たり税込み平均価格（左表、月末の
取引結果を除く暫定値）は、乳去勢が
２３万１１９６円（前年同月比１００％）、Ｆ１去
勢は４１万２７２４円（９５％）となった。前月
に比べそれぞれ３４９７円、２万２４６６円下
げた。Ｆ１去勢は、北海道で前月に続き
値を下げた。
大型連休の牛肉需要に向けて肥育牛
の出荷が進み、素牛導入が活発化する
ことが予想され、相場は上げ基調とな
るか。
【スモール】３月の全国２３市場の１
頭当たり税込み平均価格（農畜産業振
興機構調べ、暫定値）は、乳雄が１１万

７７７３円（前年同月比９３％）、Ｆ１（雄雌
含む）は１７万１５９６円（８０％）となった。
前月に比べそれぞれ３０７５円、７６０７円上
げた。取引頭数は前年同月に比べ、乳
雄は引き続き下回り、Ｆ１は上回った。
両品種の枝肉・素牛価格がほぼ安定
していることから、上げ基調が継続す
るか。
【和子牛】３月の和子牛去勢の全国
１頭当たり税込み平均価格は、８１万
７５４１円（前年同月比１１９％）となった。
前月に比べ１万５１２１円上げた。堅調な
枝肉相場に連動して、近畿以外は前月
を上回った。
新型コロナウイルスの感染状況か

ら、先行きは不透明だが、来年末の牛
肉需要期に対応した導入により、強も
ちあいの展開が予想される。

農水省は３月２３日、１９年次（１～
１２月）の食肉（牛・豚・鶏肉）の消
費構成割合を公表した。消費量全体
に占める家計消費（内食：精肉を家
庭内で調理して消費）の割合は、前
年に比べ牛肉は１㌽低下し、豚肉と
鶏肉は同率であった。
国産品と輸入品を合わせた畜種別
の推定出回り量（１９年度の食料需給
表に基づく年次ベースで算出）につ
いて、形態別｛家計消費、加工仕向（食
肉加工工場で加工）、その他（業務用、
外食、中食など）｝の消費構成割合
を、統計資料などを基に算出した。
畜種別に消費構成割合をみると、
牛肉は、その他６４％（前年比１㌽上
昇）、家計消費３０％（１㌽低下）、加
工仕向６％（同率）の順となってい
る。近年、家計消費は減少傾向、その
他は増加傾向で推移している。家計

消費の割合は豚肉、鶏肉に比べて低い。
豚肉は、家計消費５０％、その他２７％、
加工仕向２３％の順で、いずれの割合も
前年と同じだった。近年、家計消費の
割合が増加傾向となり、ここ５年は
５０％前後で推移しており、家計での需
要が高い。
鶏肉は、その他５３％（１㌽低下）、
家計消費４０％（同率）、加工仕向７％
（１㌽上昇）の順。家計消費の割合は、
１３年に４１％に上昇後、横ばいで推移し
ており、５年連続で４０％となった。牛
肉と同様、その他の割合が高い。

3月の子牛取引状況 （頭、kg、円）

ブ ロ ッ ク 品種
頭 数 重 量 １頭当たり金額 単価／kg

当月 前月 当月 前月 当月 前月 当月 前月

北 海 道
乳去 ６６８ ６５０ ２８３ ２８７ ２３１，４８４ ２４０，１７７ ８１８ ８３７
Ｆ１去 １，２１８ １，５２０ ３１５ ３１４ ３９５，３１０ ４２６，３０５ １，２５５ １，３５８
和去 １，７３３ １，４０１ ３０７ ３０９ ８１５，６９２ ８０１，１７９ ２，６５７ ２，５９３

東 北
乳去 ２ － ２３８ － １１５，５００ － ４８６ －
Ｆ１去 ５ ６ ２２２ ２８６ ２４２，２２０ ４０３，３３３ １，０８９ １，４１０
和去 ２，１５３ １，８７１ ３０５ ３０４ ７８４，２７３ ７５７，３５２ ２，５７４ ２，４９２

関 東
乳去 ２１ ３８ ３０２ ２３４ ２７３，０６２ １６８，７３４ ９０３ ７２２
Ｆ１去 ７８ ８８ ３０４ ２９４ ４２１，８２２ ３９５，３８７ １，３８７ １，３４３
和去 ７６９ ９４７ ２６５ ２６６ ７５９，６８３ ７３３，４６９ ２，８７１ ２，７５４

北 陸
乳去 － － － － － － － －
Ｆ１去 １ － １８５ － １７８，２００ － ９６３ －
和去 ５１ ７４ ２８０ ２７７ ７７２，３７２ ７３６，１２２ ２，７５８ ２，６５６

東 海
乳去 ７ ８ ２７６ ２８１ ２４３，１００ ２５６，９８７ ８８１ ９１５
Ｆ１去 ５８ ４９ ３１２ ３００ ４３３，０７７ ４５４，８１６ １，３８８ １，５１５
和去 ５０６ ２９３ ２４９ ２５２ ８８６，０４３ ８６０，９３９ ３，５５４ ３，４１２

近 畿
乳去 － － － － － － － －
Ｆ１去 １ － １０２ － ８８，０００ － ８６３ －
和去 ４６２ ２１６ ２５９ ２５８ ６９９，６０４ ７９３，５１７ ２，６９７ ３，０７６

中 四 国
乳去 ７０ ６２ ２７２ ２６１ ２２３，２８４ ２２７，１５０ ８２１ ８７１
Ｆ１去 １９５ １８９ ２９７ ２９７ ４３８，４４８ ４４３，４８６ １，４７６ １，４９４
和去 ８５６ ３６３ ２８７ ２８２ ８０６，９８６ ７７２，７５７ ２，８１１ ２，７３６

九州・沖縄
乳去 ３２ ２４ ２９５ ２４６ ２１９，６５６ ２０２，６７５ ７４６ ８２４
Ｆ１去 ３８６ ３２６ ３０６ ３０７ ４５３，４３９ ４８０，１９０ １，４８４ １，５６４
和去 ９，３８８ ７，３１１ ２８８ ２９０ ８３３，５７１ ８２２，７８４ ２，８９３ ２，８４１

全 国
乳去 ８００ ７８２ ２８３ ２８１ ２３１，１９６ ２３４，６９３ ８１７ ８３５
Ｆ１去 １，９４２ ２，１７８ ３１０ ３１０ ４１２，７２４ ４３５，１９０ １，３３１ １，４０４
和去 １５，９１８ １２，４７６ ２８９ ２９１ ８１７，５４１ ８０２，４２０ ２，８２９ ２，７５７

注：（独）農畜産業振興機構の公表データを基に本紙集計、当月は暫定値。
価格は消費税込み、重量・金額・単価は加重平均。－は上場がなかったことを示す。
関東ブロックは山梨県、長野県、静岡県を含む。

家計消費 牛肉３０％、豚肉５０％
１９年 食肉の消費構成割合

強
も
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あ
い
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畜産物需給見通し畜産物需給見通し


